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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期

決算年月 平成23年４月 平成24年４月 平成25年４月 平成26年４月 平成27年４月

売上高 (千円) 22,472,152 19,174,288 15,969,260 14,911,237 14,291,174

経常損失(△) (千円) △661,011 △1,480,673 △1,654,891 △2,450,874 △987,878

当期純損失（△） (千円) △1,578,633 △1,978,674 △2,292,702 △2,627,504 △1,487,240

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,532,360 2,924,159 50,000 2,068,455 230,002

発行済株式総数 (株) 13,790,880 48,528,884 48,528,884 155,379,446 165,379,766

純資産額 (千円) △633,054 172,050 △2,115,218 93,794 △969,326

総資産額 (千円) 14,017,998 12,941,807 11,702,995 12,469,325 11,035,813

１株当たり純資産額 (円) △46.25 △64.16 △232.54 △32.30 △44.12

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
(円)

― ― ― ― ―
(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純損失(△) (円) △115.33 △144.57 △168.79 △87.81 △25.25

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) △4.5 1.3 △18.1 0.8 △8.9

自己資本利益率 (％) △1,028.5 ― ― ― ―

株価収益率 (倍) △1.6 △0.9 △0.8 △0.4 △1.9

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △436,555 △1,905,436 △2,228,289 △1,944,615 △1,146,583

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 631,735 401,159 166,793 126,305 414,196

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △496,971 1,848,618 1,287,998 3,028,264 364,403

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 921,090 1,265,431 491,934 1,701,889 1,333,906

従業員数
(ほか、平均臨時雇用者数)

(名)
1,388 1,082 1,011 923 874
(375) (242) (200) (223) (243)

 

　
(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、平成23年４月期につきましては、１株当たり当期純損

失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、平成24年４月期から平成27年４月期につき

ましては、１株当たり当期純損失のため記載しておりません。

３　平成24年４月期から平成27年４月期の自己資本利益率につきましては、期中平均の自己資本がマイナスである

ため記載しておりません。

４　従業員数につきましては、(　)内に外書で準社員、嘱託社員及びパート社員数を示しております。
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２ 【沿革】

昭和48年２月、田中八郎(前 取締役会長)が神奈川県小田原市に有限会社ニュー湘南眼鏡を設立、眼鏡用品の小売業

を開始致しました。また、昭和51年７月には埼玉県大宮市(現　さいたま市)に有限会社メガネスーパーを設立し、眼

鏡用品のディスカウント販売を開始、以後、法人格を持った店舗を全国に展開致しました。

昭和54年５月、東京都中央区に当社の前身であります有限会社セントラル商事が設立され、上記各店舗に対する眼

鏡用品の卸売業を開始致しました。その後、昭和55年９月に有限会社セントラル商事を株式会社セントラル商事に組

織変更し、当社が設立されました(昭和56年８月、本店を神奈川県小田原市に移転)。

また、昭和54年６月、東京都中央区に有限会社三栄商事を設立し、上記各店舗に係る広告代理業を開始致しまし

た。

法人格を持った各店舗については順次合併・営業譲渡を行い、昭和62年５月、株式会社メガネスーパー(昭和61年５

月、神奈川県小田原市に株式会社メガネスーパー東北として設立)に集約化されました。

平成12年１月、当社(株式会社セントラル商事)は株式会社メガネスーパー及び有限会社三栄商事を吸収合併し、株

式会社メガネスーパーに商号変更しました。

平成19年３月、当社は100％子会社である株式会社ザ・マスターズコーポレーションを吸収合併しました。

　平成20年７月、Ｗｅｂ通信販売サイトを立ち上げ、主にコンタクトレンズ及びコンタクトレンズ備品等のインター

ネットによる通信販売事業を開始致しました。

　平成20年８月、当社は100％子会社である株式会社ハッチを吸収合併しました。

平成22年12月「ザ・マスターズ天草コース」を会社分割し、新設子会社株式会社ザ・マスターズコーポレーション

設立、同日付けで株式譲渡を行い現在に至っております。

年月 沿革

昭和51年７月 埼玉県大宮市(現　さいたま市)に有限会社メガネスーパー設立。眼鏡用品の小売業開始。

以降、法人格を持った店舗を全国展開(その後、順次合併・営業譲渡を行い、昭和62年５月、株

式会社メガネスーパーに集約化)。

昭和54年５月 東京都中央区に有限会社セントラル商事設立。眼鏡用品の卸売業開始。

昭和54年６月 東京都中央区に有限会社三栄商事設立。広告代理業開始。

昭和55年３月 神奈川県箱根町に株式会社サムソン設立。同所に「ホテルサムソン箱根」を建設、ホテル業開始

(平成７年４月、同社を吸収合併し当社へ移管)。

昭和55年９月 有限会社セントラル商事を株式会社セントラル商事に組織変更(当社設立)。

昭和56年８月 本店を神奈川県小田原市に移転。

昭和59年７月 山梨県南都留郡に「ホテルサムソン山中湖」を建設し、ホテル業(その他の事業)開始。

昭和61年５月 神奈川県小田原市に株式会社メガネスーパー東北設立(平成６年12月、本店を東京都中央区に移

転)。

昭和62年５月 株式会社メガネスーパー東北は全国の小売店舗を営業譲受、同時に株式会社メガネスーパーに商

号変更。

平成８年４月 熊本県天草郡（現　天草市）に「ザ・マスターズ天草コース」をオープン、ゴルフ事業開始。

平成12年１月 株式会社メガネスーパー及び有限会社三栄商事を吸収合併し、株式会社メガネスーパーに商号変

更。

平成12年６月 「ザ・マスターズ天草コース」の運営管理及び会員権の販売を委託していた株式会社ザ・マス

ターズコーポレーション(平成３年７月、東京都中央区に設立、設立当時の当社持株比率20％)を

当社の100％子会社化。

平成13年６月 東京都中央区に株式会社グッド・アイ設立(100％子会社)。均一低価格の眼鏡の小売業開始。

平成14年１月 株式会社グッド・アイを株式会社ハッチに商号変更。

平成14年２月 株式会社ハッチの本店を神奈川県小田原市に移転。

平成16年３月 日本証券業協会店頭登録（現　東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)市場上場）。

平成19年１月 「ホテルサムソン箱根」の売却に伴い、ホテルの経営等（その他の事業）から撤退。

平成19年３月 株式会社ザ・マスターズコーポレーション（100％子会社）を吸収合併。

平成20年７月 Ｗｅｂ通信販売サイトを立ち上げ、主にコンタクトレンズ及びコンタクトレンズ備品等のイン

ターネットによる通信販売事業（その他の事業）開始。

平成20年８月

平成22年12月

株式会社ハッチ（100％子会社）を吸収合併。

「ザ・マスターズ天草コース」を会社分割し、新設子会社 株式会社ザ・マスターズコーポレー

ションを設立、同時に株式譲渡を行いゴルフ事業から撤退。
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３ 【事業の内容】

当社は、眼鏡等小売業を主な事業としております。

当社の事業内容は、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 事業の内容

眼鏡等小売事業
フレーム・レンズ・メガネ備品・コンタクトレンズ・コンタクトレンズ備品・サングラス・補聴
器・補聴器付属品・化粧品・健康食品等の店舗における販売事業

通販事業 インターネット上のコンタクトレンズ、眼鏡等の通信販売事業
 

 

　上記の事業の系統図は、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　　該当事項はありません。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成27年４月30日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

眼鏡等小売事業 797(215)

通販事業 4( 2)

全社(共通) 73( 26)

合計 874(243)
 

(注) １　従業員数は、就業人員数であります。

２　(　)内は、外書きで、準社員数、嘱託社員数及びパート社員数を示しております。パート社員数につきまし

ては１日の労働時間を８時間に換算した員数を示しております。

３　全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している者

であります。

 

平成27年４月30日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

874(243） 39.96 13.27 3,376,303
 

(注) １　従業員数は、就業人員数であります。

２　(　)内は、外書きで、準社員数、嘱託社員数及びパート社員数を示しております。パート社員数につきまし

ては１日の労働時間を８時間に換算した員数を示しております。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(2) 労働組合の状況

当社は、平成20年１月以降地域ごとにユニオンメガネスーパー支部が結成されておりましたが、平成20年４月、

ＵＩゼンセン同盟に統合の合意を受けＵＩゼンセン同盟メガネスーパー労働組合が結成されました。平成27年４月

30日現在の組合員数は801名であります。

　なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度におけるわが国の経済は、マクロ環境としては原油価格の下落、円安・株高傾向の継続が好影響を及ぼ

し、企業収益の改善や活発な雇用情勢が継続することで、緩やかながら景気が持ち直してまいりました。一方、個人

消費については、消費税引き上げの反動や物価上昇に伴う実質所得の減少などにより伸び悩む状況が継続しておりま

したが、本年３月頃から緩やかに上向いてきました。

　

このような経済・経営環境のもと、当社は当事業年度も引き続き「中期経営計画」に沿って、事業再生を継続して

推し進めてまいりました。「中期経営計画」の根幹は、ミドル・シニア層を主たるターゲットとした「アイケア重視

のサービス型店舗モデル」への転換であり、「目から元気に！」を基本コンセプトに、単に眼鏡・コンタクトを販売

するにとどまらず、「眼の健康寿命」に配慮した商品・サービスやアドバイスを提供することで他社との差別化を図

り、お客様からの信頼の獲得に努めております。

 
これは、高齢化社会の進展により、老視（いわゆる老眼）を有する消費者が増加し、また、いわゆるスマートフォ

ンやＰＣなどビジュアルディスプレイターミナル（ＶＤＴ）に依存した生活時間が増え、人類史上おそらく最も眼に

負担のかかる視環境になっている現状において、老眼の低年齢化が進む中、「眼の健康寿命」によりいっそう留意し

て眼鏡やコンタクトレンズを使用すべきという考え方に基づくものであります。

 
この観点から、当事業年度は、事業セグメント別の項目で後述する「中期経営計画」に沿った事業再生のための各

種施策の実行に加えて、下記の通り中長期の成長につながる先行的な取組みも積極的に行いました。

 
① アイケア研究所の発足

当社は平成26年６月に眼鏡・コンタクトを販売するにとどまらず、眼の健康寿命を延ばすために必要なあらゆる解

決策（＝商品・サービスやアドバイス）を提供する企業として「アイケアカンパニー宣言」を掲げ、平成26年10月

にアイケア商品・サービスの研究開発を行う研究所として「アイケア研究所」を立ち上げました。現在有識者や

様々な企業と提携し、当社の豊富な顧客データベースを活用した、商品・サービス開発を行っております。　

　

当事業年度の具体的な取組みとしては、「ウェアラブル端末製品」の共同開発を開始し新業態店舗「ＤＯＣＫ」の

導入を行いました。

 
〇「ウェアラブル端末製品」の共同開発

デジタルカメラの世界的ＯＤＭメーカーであるザクティ社との提携により、眼鏡型ウエアラブル端末製品の開発を

進めております。平成27年８月～９月にコンセプトモデルの発表を行い、平成28年度中に量産を開始する予定で

す。

 
〇新業態店舗「ＤＯＣＫ」の導入

平成27年３月27日に新業態店舗「ＤＯＣＫ」白金台本店をオープンいたしました。新業態店舗「ＤＯＣＫ」は「ア

イケア」を重視した新たなモデル店舗であり、お客様が納得される眼鏡やコンタクト選びができるように、店舗レ

イアウト、コンサルティング等の接客を徹底的に見直しております。今後は「アイケア研究所」を通じて行う各種

業務提携等の成果を新業態店舗「ＤＯＣＫ」に取り込むと共に、新業態店舗「ＤＯＣＫ」の多店舗展開を進めてま

いります。

 
② 顧客データベースの統合によるオムニチャネル化

店舗やコールセンター、Ｗｅｂ（メール、ＨＰ、ＬＩＮＥ）といった多様なチャネル間で当社が保有する600万を超

える顧客データの詳細（ＰＯＳデータ、検査データ、顧客属性データ）を一元化いたしました。これにより、当社

はデータに基づくカウンセリング力・提案力をより一層強化することができ、お客様は店舗に限らず各種のチャネ

ルを自由に使い、当社の商品・サービスを享受することが可能になります。
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　また、当事業年度におけるセグメント別の業績は次の通りであります。

 

① 眼鏡等小売事業

当社の中核事業である眼鏡等小売事業は、「中期経営計画」に沿って様々な施策を実行し、業績向上を目指してま

いりました。当事業年度の主な取組みとその成果は次のとおりです。

 
〇販売費及び一般管理費削減による損益分岐点の改善

当事業年度は前事業年度に引き続き不採算店舗を55店舗閉鎖することにより、地代家賃や販売管理費等の固定費削

減を行いました。この結果、売上に対する販売費及び一般管理費率は、前事業年度の第４四半期会計期間において

75％でしたが、当事業年度の第４四半期会計期間においては71％に減少しております。これに従い、損益分岐点も

大幅に改善されております。

 
〇既存店舗の収益力向上

当事業年度は平成26年７月に開始した「レンズの完全有料化」等の価格政策の見直し、眼鏡フレームのＰＢ（プラ

イベートブランド）製品の強化による粗利率改善等の施策を実施いたしました。これにより、特に当社主力商品で

ある眼鏡の１顧客あたりの売上単価を前事業年度比で28.6％、１顧客あたりの粗利単価も前事業年度比で38.1％上

昇させることができました。また、前事業年度に開始したコンタクト定期便、ハイパー保証制度等の新たなサービ

スの継続拡大も行い、中期的な顧客との関係強化を図れております。

 
〇店舗のリロケーションと新規出店

当事業年度は当社が掲げる「アイケア重視のサービス型店舗モデル」が適する地域密着型の小規模商圏への新規出

店（18店舗）と、既存店のリロケーション（９店舗）を行いました。先の「販売費及び一般管理費の削減による損

益分岐点の改善」の項目で述べた55店舗の閉店とあわせ、当事業年度は28店舗純減し、平成27年４月末の店舗数は

296店舗となりました。

店舗数は純減いたしましたが、「既存店舗の収益力向上」において述べた施策により、各店舗の収益性は改善基調

にあります。

 
上記施策の結果、当事業年度の収益性は大きく改善し、四半期別の営業損失額は対前年同期比においても、前四半

期比においても大幅に縮小いたしました。特に直近の平成27年３月及び４月度においては、当該事業セグメントの営

業利益及び全社の営業利益を黒字化することができました。　

しかしながら、当事業年度の年初における消費税駆け込み需要の反動やその後の個人消費の低迷及び店舗閉鎖等の

リストラクチャリングに想定以上に時間がかかったこと、施策の実行度を担保するための社員の意識改革に一定の時

間を要したこと等により業績予想にて見込んでいた売上と利益水準には届かず、当事業年度の眼鏡小売事業等の売上

高は14,076百万円（前事業年度比4.6％減）、営業損失は777百万円（前事業年度は営業損失2,087百万円）となりまし

た。

 
② 通販事業　

通販事業につきましては、全社に占める構成比はまだ小規模ではありますが、下記の施策を実施することにより、

前事業年度に引き続き大幅な増収・増益を達成することができました。

 
○ 平成25年12月に行った自社通販サイトのスマートフォン対応とユーザビリティを向上するリニューアル後の継続

的なサービス追加

○ 従来の自社サイト及び楽天サイトに加えてAmazonサイトなど業務提携先を拡大

○ ＬＩＮＥ等のＳＮＳ上での積極的なマーケティング施策の実施

　

この結果、通販事業の売上高は215百万円（前事業年度比41.2％増）、営業利益は22百万円（前事業年度対比41.5％

増）となりました。
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かかる各事業の事業活動の結果、当事業年度の全社業績は、売上高は14,291百万円（前事業年度比4.2％減）、営業

損失は810百万円（前事業年度は営業損失2,124百万円）、経常損失は987百万円（前事業年度は経常損失2,450百万

円）、当期純損失は1,487百万円（前事業年度は当期純損失2,627百万円）となりました。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べて367百万円減少し、当

事業年度末には1,333百万円となりました。

　

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、1,146百万円（前事業年度は1,944百万円の使用）となりました。これは、当社が

当初予想しました売上高までには、消費税増税の反動や消費マインドの低迷により伸張が見られなかったものの、売

上総利益率の改善、販売費及び一般管理費の大幅な削減に伴い前事業年度に比べて、税引前当期純損失が大幅に改善

しました。前事業年度に計上しました広告宣伝費等の支払いに伴いその他流動負債の減少及び売り逃し防止対策とし

て商品在庫を充実したことによりたな卸資産が増加し、仕入債務の支払い及び法人税等の支払いによる減少等による

ものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は、414百万円（前事業年度比227.9％増）となりました。これは、新規出店数の増加

に伴う敷金及び保証金の差入による支出及び有形固定資産の取得による支出により減少しましたが、店舗の退店に伴

う敷金及び保証金の回収による収入が増加したことによるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、364百万円（前事業年度比87.9％減）となりました。これは、第８回新株予約権の

発行及び行使による株式の発行による収入等によるものであります。

 

なお、キャッシュ・フロー指標の推移は、次のとおりであります。

期別

項目

平成26年 平成27年

４月期 ４月期

自己資本比率（％） 0.8 △8.9

時価ベースの自己資本比率（％） 14.7 29.1

債務償還年数（年） ― ―

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） ― ―
 

(注)１　自己資本比率：自己資本／総資産

　  　 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

　 　　 債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

　　 　 インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

　　　※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。

　　　※営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象と

しております。また、利払いにつきましては、キャッシュ・フロー計算書の利息支払額を使用しておりま

す。

　　２　平成26年４月期及び平成27年４月期の債務償還年数とインタレスト・カバレッジ・レシオについては、営業

キャッシュ・フローがマイナスのため、記載しておりません。
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２ 【生産、受注、販売及び仕入の状況】

(1) 生産状況

当社は小売業であり、生産活動を行っておりませんので該当事項はありません。

 

(2) 受注状況

当社は小売業であり、該当事項はありません。

 

(3) 販売状況

①商品販売実績

 

品目別・セグメント別

当事業年度
(自　平成26年５月１日
至　平成27年４月30日)

金額(千円) 前年同期比(％)

品目別

フレーム 4,238,546 98.0

レンズ 4,309,094 89.1

サングラス 320,697 97.5

コンタクトレンズ 3,990,521 96.7

コンタクトレンズ備品 104,659 124.3

その他 1,112,594 104.7

 眼鏡等小売事業計 14,076,113 95.4

通販事業 215,061 141.2

合計 14,291,174 95.8
 

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　眼鏡等小売事業のその他には、眼鏡備品、補聴器、補聴器付属品、化粧品、健康食品等が含まれておりま

す。

３　通販事業は、インターネット上の販売サイトにおいてのコンタクトレンズ等の売上であります。
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②地域別販売実績

 

地域別

当事業年度
(自　平成26年５月１日　至　平成27年４月30日)

売上高
(千円)

構成比
(％)

出店
(店)

退店
(店)

期末
(店)

北海道・東北地域計 372,697 2.6 1 1 10

関東地域計 9,541,488 66.8 22 39 174

中部地域計 2,693,374 18.8 3 8 71

近畿地域計 678,007 4.7 0 3 16

中国地域計 41,969 0.3 0 1 1

四国地域計 ― ― 0 0 0

九州地域計 723,942 5.1 1 3 24

店舗計 14,051,480 98.3 27 55 296

その他売上高 24,632 0.2 0 0 0

眼鏡等小売事業計 14,076,113 98.5 27 55 296

通販事業 215,061 1.5 0 0 0

合計 14,291,174 100.0 27 55 296
 

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　その他売上高は、本社等における売上高であります。

３ 通販事業は、インターネット上の販売サイトにおいてのコンタクトレンズ等の売上高であります。

 

③単位当たりの売上高

項目
当事業年度

（自　平成26年５月１日
  至　平成27年４月30日)

前年同期比(％)

売上高　　　　　　　　　　　　　 (千円) 14,076,113 95.4

売場面積（期中平均）　　　　　 　 （㎡）　 25,569.91 90.1

１㎡当たり売上高　　　　　　　　 (千円) 550 105.8

従業員数(期中平均)　　　　　　　　 (人) 1,025 96.3

１人当たり売上高　　　　　　　　　(千円) 13,732 99.1
 

 (注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　 　 ２　売上高は小売店舗(眼鏡等小売事業）の売上高のみを表示しております。

      ３　売場面積は稼動月数により算出しております。

      ４　従業員数は店舗における人員であり、パート社員(１日８時間換算）、準社員及び嘱託社員を

　　　　 含んでおります。
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(4) 仕入状況

商品仕入実績

 

品目別・セグメント別

当事業年度
(自　平成26年５月１日
至　平成27年４月30日)

金額(千円) 前年同期比(％)

品目別

フレーム 1,053,483 77.9

レンズ 1,132,765 84.6

サングラス 135,615 95.0

コンタクトレンズ 1,962,033 102.3

コンタクトレンズ備品 70,205 130.5

その他 534,841 109.5

 眼鏡等小売事業計 4,888,944 92.3

通販事業 119,404 125.2

合計 5,008,349 92.9
 

(注) １　上記の金額は、仕入価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　眼鏡等小売事業のその他には、眼鏡備品、補聴器、補聴器付属品、化粧品、健康食品等が含まれておりま

す。

４　通販事業は、インターネット上の販売サイトにおいて取扱っているコンタクトレンズ、コンタクトレンズ備

品等であります。
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３ 【対処すべき課題】

当社の経営基盤のさらなる強化に向けて取組むべき課題は、次のとおりであります。

１．ターゲット顧客層を獲得する上での当社の強みの活用

・ミドル・シニア層は、すでに当社の主要な顧客基盤であり、その約半分は「ファッション性」よりも視力検査

やフィッティングを初めとする「アイケア」を重視する顧客層。

・このような顧客層に対しての検査や過去蓄積してきた顧客データベースなど当社の強みをより一層生かすこと

でさらなる顧客基盤を拡大。

　

２．オペレーションの改善とリニューアル

・本社サポートによる既存の個店毎に特定された店頭訴求、商品、接客などの課題解決、施策展開による単価・

件数の増加。

・今後は、新しい店舗モデルの展開に先行して、関東におけるリニューアルを進め、さらには、全店拡大に向け

量的に拡大。

　

３．マーケティングと店舗サービスの最適化ビジネス（店舗）モデルの構築　

①集客のためのマーケティング

・主要な顧客基盤たるミドル・シニア層をより明確にターゲットとすることで、アイケアに関する個々の顧客の

潜在ニーズを顕在化させ、新規数及び再来数をさらに一段拡大。

・既存店舗の質の向上が図れてきたことを踏まえ、顧客への訴求という観点から、ＤＭ、メルマガ、ＬＩＮＥ、

ポスティングといった直接顧客とつながる販促施策、「フクタン」のキャラクターを初め、同じコンテンツ

で、話法を顧客タイプに合わせた新しいクリエイティブ（川柳、漫画、動画等々）による訴求の展開。

・これにとどまらず、地域・商圏毎の広告宣伝媒体の多様化と相乗効果の最適化など、より一層対外訴求効果を

改善。　

・特に、新規獲得に向けては、ミドル・シニア層に適した「アイケア」を中心とした商品・サービスのマス向け

の打ち出し、再来確保に向けてはウェブを中心とした展開を重視、有用な顧客データをもとにした情報配信、

商品・サービスやソリューション提案を直接顧客とやりとりすることにより、実質的な商圏の拡大及び広告宣

伝効果の効率向上を図る。　

②顧客化のための店舗サービスの最適化　

・集客のあり方の進化に伴い、店舗のあり方も従来の小売りの物販型モデルにとらわれず、付加価値のあるサー

ビスを重視。　

・タブレットＰＣなどのＩＴの活用と人材の役割専門化を通じてコストを抑制しながら売上が向上する収益モデ

ルへ変更。　

・顧客への付加価値の提供という観点からは、集客施策により顕在化する顧客のニーズに対して、「アイケア」

ニーズに対応した競合と差別化可能なレンズ製品の品揃えや、ミドル・シニア層に適した企画開発型のオリジ

ナルフレーム商品の拡大を推進。　

・商品ラインの変更と平仄を合わせ、商品・サービスの付加価値を積極的に上げ、一部競合よりも絶対水準とし

て高い価格あたりの価値を高くし、買上率を一段と拡大させる。

　・結果として、坪効率も向上させ、より面積の小さい店舗における店舗展開を可能に。

 
４．新規出店　

・閉鎖や改装による既存店の構造改革及び既存店の新モデルへの転換による売上拡大に加えて、投資対効果の高

い新モデルでの小商圏（地域密着型商圏・立地）への新規出店。

　・また、Ｍ＆Ａによる店舗の獲得も機会に応じて検討。
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４ 【事業等のリスク】

以下に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の投資判断上、重要であると考えられる事

項については、投資家に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。なお、当社は、これらのリスク発生

の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であります。

　　

１．眼鏡等小売事業について

（1）出店政策について

当社では、主に賃借店舗によって眼鏡用品、コンタクトレンズ用品等の小売業を行っております。店舗数は平成27

年４月30日現在、296店舗となっております。

当社の出店方針の特徴は、「すべて直営店である」という点にあります。このため、フランチャイズ展開した場合

に比べ、会社の方針、施策等を迅速かつ適切に実施できる。

・店舗管理が容易かつ機動的に実施できる。

・出退店、改装等が臨機応変に実施できる。

等のメリットがある一方で、出店費用、人件費等のコスト負担が大きくなるというリスクを負うこととなります。

今後も多様化する顧客ニーズを的確に把握し、業界を取り巻く環境の変化に迅速に対処することを重視し、直営店展

開を基本とする方針ですが、出店費用、人件費等のコスト負担が大きくなるというデメリットが、財政状態及び経営

成績に影響を与える可能性はあります。　

以上の出店方針を当面継続する予定でありますが、物件確保の状況等により出店政策上、出店時期や出店予定数の

変更等により、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 
（2）敷金及び保証金について

当社では、賃借による出店を基本としております。このため、店舗用物件の契約時に賃貸人に対して敷金及び保証

金を差し入れております。敷金及び保証金の残高は、平成27年４月末現在2,910百万円（総資産に対する割合26.4％）

であります。

当該敷金及び保証金は、期間満了等による賃貸借契約終了時に契約に従い返還されることとなっております。ま

た、当社では賃貸人に預託している当該敷金及び保証金等について、原則として、賃貸人が賃料差押・競売になった

際の保全として債権保全条項（支払賃料と敷金及び保証金との相殺等）を契約書・覚書に明示しております。しかし

ながら、賃貸側の経済的破綻等不測事態の発生によりその一部または全額が回収出来なくなる可能性があります。ま

た、契約に定められた期間満了日前に中途解約をした場合は、契約内容に従って契約違約金の支払いが必要となる場

合があります。

 
（3）法的規制等について

①コンタクトレンズ販売等に関する規制等

眼鏡等小売事業における販売品目のうち、コンタクトレンズ及び補聴器は、平成17年４月１日施行の薬事法の改正

に伴い改正前の「医療器具」から改正後は「高度管理医療機器」に該当することとなりました。これに伴い、当該品

目の販売については、従前の届出制から、許可制となりました。このため当社では、薬事法第39条の規程に基づき、

店舗ごとに所在地の都道府県知事に対し、厚生労働省令に定める「高度管理医療機器等販売業許可申請書」等を提出

し、許可を得たうえで販売を行っております。　

また、販売を行う店舗においては、薬事法第２条の規程に基づき、「高度管理医療機器等営業管理者」の配置が義

務付けられております。なお、上記許可の有効期限は６年間となっており、更新時にはその都度申請が必要となりま

す。さらに、同法に定める遵守事項に違反する等、一定の事由に該当した場合、当該許可が取消されることもありま

す。

また、コンタクトレンズを使用するための検眼、処方箋の発行、装用指導等は医業（医療行為）とみなされ、医師

法第17条の規定により当該行為は医師でなければできないこととされております。さらに医療法第７条の規定によ

り、医療の提供と営利事業であるコンタクトレンズ販売店は、分離独立していることが求められております。このた

め当社では、医師の処方箋に基づきコンタクトレンズを販売する等、自ら医療の提供は行わず、専ら販売行為のみを

行っております。
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なお、眼鏡販売の際に店舗従業員が行う度数検査が医療行為であるか否かについて、法的に明確な定めはありませ

んが、眼鏡小売業界では慣行的に「医療行為ではなく、顧客が自分に合った度数のレンズを選ぶためのサポート行

為」と位置付けられております。ただし、当社では十分な技術的な裏付けが必要であると認識しており、安全かつ確

実な度数検査を実施できる技術者の育成に注力しております。　

②眼鏡に係る製造物責任

眼鏡は「フレーム」、「レンズ」という部品を組み合わせて完成させるため、出来上がった眼鏡は「製造物」とみ

なされ、製造物責任法（ＰＬ法）の適用を受けます。

 
（4）競合について

眼鏡小売市場は、近年の低価格専門店の台頭により販売単価の下落もあり、市場規模が縮小傾向にあります。今後

も少子化の進展、コンタクトレンズの普及促進等のマイナス要因が懸念される一方、高齢化の進展による老眼鏡市場

の拡大、マルチメディアの普及に伴う近視用眼鏡需要の増加等、市場拡大要因も見込まれます。業界各社にとって

は、これらの需要を着実に取り込むためのタイムリーな店舗展開、消費者ニーズを的確に捉えた店舗コンセプト及び

商品戦略が、業績拡大のための大きな課題となっております。

このような環境の中、業界各社による市場シェア拡大のための出店競争は熾烈を極めております。当社は、スク

ラップアンドビルドによる効率的な出店政策及び顧客ニーズに合った店舗展開により競争に対応していく方針であり

ますが、今後の市場動向、競合の進展状況によっては、当社の財政状態及び経営成績に影響を与える可能性がありま

す。

　

（5）人材の育成について

当社は、直営店方式による眼鏡等小売チェーンの全国展開をしており、店舗従業員の育成は重要な経営課題であり

ます。

このため、当社においては、「アイケア」を軸とした積極的な本社研修及びセミナー等、研修制度の充実化に努め

る等、人材の育成に注力しております。　

しかしながら、充実した育成がなされなかった場合、顧客に対するサービスの低下等により、当社の財政状態及び

経営成績に影響を与える可能性があります。

 
（6）特定の取引先への依存度について　

主要仕入品目である眼鏡レンズ及びコンタクトレンズに関し、当社では多数の仕入先と取引を行っておりますが、

眼鏡レンズの主要仕入先であるＨＯＬＴジャパン株式会社からの仕入高は、平成27年４月期764百万円（眼鏡レンズ仕

入高全体に占める割合67.5％）となっております。また、同様にコンタクトレンズに関し、ジョンソン・エンド・

ジョンソン株式会社からの仕入高は、平成27年４月期932百万円（コンタクトレンズ仕入高全体に占める割合47.5％）

となっております。なお、両社とは取引基本契約を締結し、取引関係は安定的に推移しております。

 
２．遊休資産の売却について

当社は、既に事業を撤退しているホテル（静岡県伊東市）及び売却予定資産へ用途変更した自社保有の物件の売却

を進めておりますが、厳しい経営環境が続いており、売却先の選定等なお期間を要するものと考えております。　

 
３．有利子負債依存度について

当社は、過去における出店及び改装資金、有形固定資産取得資金等を、主として金融機関からの借入金により調達

していたため、総資産に対する有利子負債の比率（有利子負債依存度）が高い水準にありました。このため、近年は

店舗に係る設備投資を自己資金の範囲内で行うことを基本方針とし、余剰資金による借入金の圧縮を進めてまいりま

した。なお、当社の有利子負債依存度は、平成26年４月期末63.3％、平成27年４月末71.6％となっております。ま

た、当社の売上高に対する支払利息の比率は、平成26年４月期1.6％、平成27年４月期0.6％となっております。

当社は、今後も上記基本方針を継続し、引き続き財務体質の強化に努める方針でありますが、今後の金利動向等金

融情勢の変化により、当社の財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。
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４．個人プライバシー情報の管理について

平成17年４月１日に個人情報保護法が全面施行されました。これに伴い当社では、社内において個人情報保護管理

委員会を設置し、個人情報に関する諸規程並びにシステム等の構築を図り、全役職員に安全管理対策の周知徹底、さ

らに定期的に内部監査を実施するなど、個人情報に関する安全管理対策を構築しております。但し、万が一にも個人

情報の漏洩や不正利用などの事態が生じた場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を与える可能性がありま

す。

 
５. 東京証券取引所の上場基準について

当社は平成27年４月期末において債務超過に陥ったことに加え、４期連続で営業損失、営業キャッシュフローがマ

イナスになりました。このため、平成28年４月期末におきまして債務超過が解消されない、又は、平成28年４月期に

おきまして営業損失を計上し、かつ営業キャッシュフローがマイナスに留まった場合には、東京証券取引所の上場基

準に抵触し、上場廃止になる可能性があります。
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６．継続企業の前提に関する重要事象等

当社は、前事業年度末決算において、前々期末に生じました債務超過を解消いたしましたが、当事業年度におきま

して、営業損失810百万円、経常損失987百万円を計上し、事業構造改革の加速等により、当期純損失1,487百万円を計

上した結果、第８回新株予約権の発行により440百万円の増資を行なったものの、969百万円の債務超過となっており

ます。当該状況により、当社は、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象

又は状況、その他会社の経営に重要な影響を及ぼす事象が存在しております。

　

当該状況を解消すべく、当社は、株式会社アドバンテッジパートナーズ及び当社の長期連帯株主である同社がサー

ビスを提供するファンドからの経営支援を受け、引き続き事業再生を推し進めて参ります。

　

結果として、下記の成果の継続及び施策を確実に実行することにより、当社は収益の安定かつ成長期への移行によ

り、高収益体質への転換を図りつつあり、資本増強策を早期に実行することにより、継続企業の前提に関する重要な

不確実性は認められないものと判断しております。　

 
（１）業績改善の継続推進による収益構造基盤の安定化

当社は、単に商品を販売するにとどまらず、「眼の健康寿命」を延ばすために必要なあらゆる解決策（＝商品・

サービスやアドバイス）を提供する企業として、平成26年６月「アイケアカンパニー」となることを宣言いたしまし

た。同宣言を期に、商品のみならず、トータルアイ検査、パーフェクトフィッティング、ハイパー保証システムにな

ど充実したアイケアサービスを提供することにより、顧客満足度は急上昇、売上単価の上昇に伴い粗利も大幅にアッ

プしております。

また、当事業年度期首月から比べると期末月には、販売費及び一般管理費を約18％削減するなど大幅な運営コスト

の削減を達成しております。　

以上から、収益構造基盤は画期的に大きく改善することができました。

また、当事業年度の既存店月次売上の対前年同月比は、消費税増税の反動があった平成26年５月及び６月と前年同

月に消費税増税前の駆け込み需要があった平成27年３月を除き、全て対前年を上回りました。特に直近は好調に推移

しており、今後に向けて期待が持てます。

これらのことにより、当事業年度の四半期毎の営業利益（△は損失）は、第１四半期△473百万円（前年同四半期△

536百万円）、第２四半期△113百万円（前年同四半期△593百万円）、第３四半期△75百万円（前年同四半期△634百

万円）、第４四半期△147百万円（前年同四半期△360百万円）と推移しており、対前年においても、当事業年度の前

半と比較しても、着実に改善されております。特に直近の本年３月と４月については、連続して全社の単月営業黒字

を達成し、次年度の通期黒字化に向けて確かな手応えが感じられます。

　

さらには、上記の成果に加えて、今後、集客の増加、買上率のアップによる増収増益も期待できることから、次期

（平成28年４月期）において、当期純利益の計上確保は、十分可能と考えております。

 
（２）継続的な資本の増強策の検討及び推進

当社は、当事業年度において、平成26年８月25日を割当日とした第８回新株予約権100,000個をマッコーリーバンク

リミテッドに対する第三者割当として実行しております。本行使は、平成26年８月25日以降実行され、平成27年４月

９日完了、総額440百万円の資本の増強が完了しております。

当社は、当事業年度において969百万円の債務超過を踏まえ、継続的な資本の増強策の検討をしております。

 
当社は、前述（１）業績改善の継続推進による収益構造基盤の安定化、及び（２）継続的な資本の増強策の検討及

び推進により、債務超過の解消が十分に可能であると認識しております。

 
５ 【経営上の重要な契約等】

　　該当事項はありません。

 

６ 【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

（1）当事業年度の経営成績の分析

①売上高

当事業年度の売上高は、前事業年度と比べ4.2％減の14,291百万円となりました。

売上高を品目別・セグメント別に見ますと次のとおりであります。

当社の主力事業であります眼鏡等小売事業におきましては、当事業年度６月に「アイケアカンパニー宣言」を掲

げ、単に眼鏡・コンタクトレンズ等を商品として販売するだけでなく、眼の健康寿命を延ばすために必要なあらゆる

解決策（＝商品・サービスやアドバイス）を提供する企業として、発信をしております。

販売施策としては、同７月に眼鏡レンズの有料化を図り、眼鏡一式販売単価の大幅な改善を果たしております。ま

た、コンタクトレンズにおいては、コンタクトレンズの定期便、コンタクトレンズ販売店舗数の増加により、売上高

も伸張（前年３月の消費税駆け込み需要の反動を除く。）しております。

しかしながら、当事業年度においては、消費税増税の反動やその後の個人消費の低迷により想定するまでの売上高

には達しませんでした。加えて、早期の黒字化を目指し大型店を含む55店舗の不採算店舗の閉鎖及び27店舗の新規開

設をおこない、期首324店舗ありました店舗は、期末296店舗となりました。

以上の結果、眼鏡（フレーム・レンズ）の売上高は、8,547百万円と前事業年度比6.7％減、サングラスの売上高

は、320百万円と前事業年度比2.5％減、コンタクトレンズ（コンタクトレンズ・コンタクトレンズ備品）の売上高

は、4,095百万円と前事業年度比2.7％減、補聴器を含むその他の売上高は、1,112百万円と前事業年度比4.7％増とな

りました。

この結果、眼鏡等小売事業の売上高は、14,076百万円と前事業年度比4.6％減となりました。

通販事業におきましては、常にＥＣサイトの継続的な動線改善によるユーザビリティの向上を図り、即日発送、品

揃え強化などのサービスの強化に努めました。また、コーポレートサイトやＬＩＮＥとの連動によるＥＣサイトの集

客の向上を目指しました。

この結果、通販事業の売上高は、215百万円と前事業年度比41.2％増と２年連続の大幅な増収となりました。

②売上原価、売上総利益、販売費及び一般管理費

当事業年度の売上原価は、前事業年度と比べ11.4％減の4,701百万円となりました。

　主力事業であります眼鏡等小売事業の大幅な利益率の改善により、売上総利益率が前事業年と比べ2.7％改善し

67.1％となり、売上高の減収（前事業年度比4.2％減）を利益率の改善により補うことが出来ました。その結果、売上

総利益は、9,589百万円と前事業年度比0.2％減となりました。

 また、当事業年度の販売費及び一般管理費は、前事業年度と比べ11.3％減の10,399百万円となりました。これは、

販売施策の見直しにより、必要な集客効果を減ずることなく、広告宣伝費等の販売費の効率化が図れたこと、大型店

舗を含む不採算店舗55店舗の閉鎖により、固定費である地代家賃が削減できたこと等が挙げられます。

③営業損失

当事業年度の営業損失は、810百万円（前事業年度の営業損失は、2,124百万円）となりました。

これは、営業損失が、前事業年度から比べて大幅な改善を果たしたものの、主力事業である眼鏡等小売事業の売上

総利益率の高い利益構造上、当初想定するまでの売上高には達しなかったことによります。

④営業外収益及び費用

当事業年度の営業外損益は、前事業年度325百万円の費用（純額）から当事業年度177百万円の費用（純額）とな

り、148百万円の減少となりました。

これは、営業外収益が、前事業年度と比べ16百万円減少し、69百万円となりました。主な要因は、集中加工室管理

収入の減少等によるものであります。

また、営業外費用が、前事業年度と比べ165百万円減少し、246百万円となりました。主な要因は、前事業年度に行

なわれた関係会社短期借入金のＤＥＳにより有利子負債が減少し支払利息の負担が軽減されたこと、新規ファイナン

スによる新株予約権の発行が１回に留まったことから、新株予約権発行費が減少したこと等によります。

⑤経常損失

当事業年度の経常損失は、987百万円（前事業年度の経常損失は、2,450百万円）となりました。

これは、営業損失が、前事業年度から比べて大幅な改善を果たしたものの、営業損失と同様に、主力事業である眼

鏡等小売事業の売上総利益率の高い利益構造上、当初想定するまでの売上高には達しなかったことによります。

EDINET提出書類

株式会社メガネスーパー(E03433)

有価証券報告書

17/98



 

⑥特別利益及び損失

当事業年度の特別損益は、前事業年度62百万円の損失（純額）から当事業年度386百万円の損失（純額）となり、

324百万円の増加となりました。

これは、特別利益が、前事業年度と比べ26百万円増加し、28百万円となりました。主な要因は、当事業年度に遊休

資産の売却及び投資有価証券の売却により、売却益が生じ、固定資産売却益、投資有価証券売却益を計上したことに

よります。

また、特別損失が、前事業年度と比べ350百万円増加し、414百万円となりました。主な要因は、55店舗の不採算店

舗の閉鎖に伴い、固定資産除却損及び店舗構造改革費用が増加したことによります。

⑦税引前当期純損失

当事業年度の税引前当期純損失は、1,374百万円（前事業年度の税引前当期純損失は、2,513百万円）となりまし

た。

これは、税引前当期純損失が、前事業年度から比べて大幅な改善を果たしたものの、営業損失及び経常損失と同様

に、主力事業である眼鏡等小売事業の売上総利益率の高い利益構造上、当初想定するまでの売上高には達しなかった

ことによります。

⑧法人税、住民税及び事業税

当事業年度の法人税、住民税及び事業税は、113百万円と前事業年度と比べ0.1％減少しました。

⑨当期純損失

当事業年度の当期純損失は、1,487百万円（前事業年度の当期純損失は、2,627百万円）となりました。

これは、当期純損失が、前事業年度から比べて大幅な改善を果たしたものの、営業損失及び経常損失並びに税引前

当期純損失と同様に、主力事業である眼鏡等小売事業の売上総利益率の高い利益構造上、当初想定するまでの売上高

には達しなかったことによります。

なお、１株当たりの当期純損失は、25円25銭（前事業年度は、１株当たりの当期純損失87円81銭）となりました。

（2）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社の資金の状況は、前事業年度に比べて367百万円減少し、現金及び現金同等物の残高は、1,333百万円となりま

した。

営業活動によるキャッシュ・フローは、当初予想しました売上高までには、消費税増税の反動及びその後の消費が

想定したほど回復しなかったことにより、入店数が伸び悩み、想定した売上高まで達成することができなかったこと

から、売上総利益率の高い利益構造が大きく影響し、税引前当期純損失となりましたが、前事業年度から継続した新

規出店等による設備投資の増加により減価償却費が増加したこと、また、不採算店舗の閉鎖に伴い店舗構造改革費用

が増加したこと、さらには仮受消費税が増加したことからその他が増加したことに加えて、売り逃しを防ぐべく商品

在庫の充実によりたな卸資産が増加、仕入債務が減少したこと等により1,146百万円の資金使用（前事業年度は1,944

百万円の使用）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、新規出店等に伴う設備投資から有形固定資産の取得、敷金及び保証金の差

入による支出がありましたが、不採算店舗の閉鎖に伴う敷金及び保証金の回収による収入が増加したこと等により、

414百万円（前事業年度比227.9％増）の資金を得ております。　

財務活動によるキャッシュ・フローは、関係会社からの短期借入金を返済しましたが、第８回新株予約権の発行、

同行使により株式の発行による収入があったことにより、364百万円（前事業年度比87.9％減）の資金を得ておりま

す。

（3）事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該事象等を解消し、又は改善するため

の対策

第２ 事業の状況、４ 事業等のリスク、６.継続企業の前提に関する重要事象等に記載しております。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

 

当社は、主に賃借店舗によって眼鏡用品、コンタクトレンズ用品等の販売を行っており店舗の新設、改装が設備

投資の中心となっております。当事業年度の設備投資等につきましては、「中期経営計画」に基づく店舗の新設に

伴う設備投資が中心となっております。

当事業年度の設備投資総額は325百万円であり、セグメント別の設備投資について示しますと、次のとおりであり

ます。なお、有形固定資産の他、無形固定資産への投資を含めて記載しております。

 

（眼鏡等小売事業）

当事業年度におきましては、小規模商圏立地「地域密着型商圏」への出店を中心に、新規店舗の開設18店舗及び

不採算店舗のリロケーションによる移転開設９店舗の合計27店舗の新規出店を行い、総額246百万円の投資を実施い

たしました。

　また、業務効率の向上のために店舗のＰＯＳシステムの開発を行い、総額21百万円の投資を実施いたしました。

 

（通販事業）　

当事業年度におきましては、顧客の利便性や新たな顧客の獲得を目指し、通販事業のサイトリニューアルを行

い、総額４百万円の投資を実施いたしました。

 

（全社共通）

当事業年度におきましては、顧客情報管理の強化を図るためシステムの機能等の追加をするとともに、人事・就

労・労務システムの刷新等を図り、総額53百万円の投資を実施いたしました。
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２ 【主要な設備の状況】
平成27年４月30日現在

事業所 セグメントの名称

土地 建物 構築物 その他 合計金額 従業
員数
(人)

面積
(㎡)

金額
(千円)

延床面積
(㎡)

売場面積
(㎡)

金額
(千円)

金額
(千円)

金額
(千円)

金額
(千円)

北海道・東北地域計
[828.00]
483.12

(1,729.40)
28,421

[148.50]
181.45

(1,425.18)

126.83
(784.64)

14,880 0 3,654 46,956
25

(13)

関東地域計
713.34  

(10,904.93)
425,943

172.55
(24,886.74)

119.62
(13,088.57)

581,777 71,073 75,299 1,154,094
513

(121)

中部地域計
[1,907.89]

43.08
(36,454.63)

39,000
[439.69]
174.77

(10,787.41)

97.19
(6,145.67)

194,161 53,338 20,474 306,973
165
(50)

近畿地域計 (2,286.01) ― (2,357.35) (1.315.91) 12,251 0 4,676 16,928
48
(6)

中国地域計 (479.33) ― (144.98) (109.23) 323 ― 143 467
2

(1)

九州地域計
[484.88]

(7,639.62)
―

[277.86]
(3,841.72)

(2,076.69) 21,640 3,866 4,286 29,793
44

(24)

眼鏡等小売事業計
[3,220.77]
1,239.54

(59,493.92)
493,364

[866.05]
528.77

(43,443.38)

343.64
 

(23,520.71)
825,036 128,278 108,533 1,555,212

797
(215)

通販事業計 ― ― （   ―) ― ― ― 0 0
4

(2)

伊豆高原他 全社共通 20,667.84 88,270 2,509.19 ― 30,590 8,750 0 127,611 ―

本社等
神奈川県
小田原市

全社共通 2,925.52 330,974 4,514.46 ― 227,206 3,104 24,438 585,724
73

(26)

厚生施設
神奈川県厚
木市他

全社共通 3,187.18 211,604 3,618.53 ― 90,114 329 216 302,265 ―

全社共通計 26,780.54 630,850 10,642.18 ― 347,911 12,184 24,654 1,015,600
73

(26)

合計
[3,220.77]
28,020.08

(59,493.92)
1,124,214

[866.05]
11,170.95

(43,443.38)

343.64
(23,520.71)

1,172,948 140,462 133,188 2,570,813
874

(243)
 

(注) １　現在休止中の主要な設備はありません。

２　投下資本の金額は、帳簿価額によるものであります。なお、上記の金額には、消費税等は含まれておりませ

ん。

３　その他の金額は、工具器具備品133,188千円であります。

４　面積のうち(　)内の数値は、賃借面積を外書きで表示しており、〔　〕内の数値は賃貸面積を内書きで表示

しております。

５　各県別の土地面積は、ビルのテナントとなっている店舗を省いて集計した数値を表示しております。

６　各県別の建物面積は、店舗の延床面積並びに売場面積を集計した数値を表示しております。

７　従業員数の(　)は、外書きで準社員数、嘱託社員数及びパート社員数を示しております。パート社員数につ

きましては１日の労働時間を８時間に換算した員数を示しております。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設及び改修（平成27年４月30日現在）

事業所名（所在地） 事業部門の名称 設備の内容
投資予定額（千円）

資金調達方法 着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力総額 既支払額

メガネスーパー
綾瀬駅前店

（東京都葛飾区）
眼鏡等小売事業 店舗 17,700 1,600

自己資金及び
増資資金

平成27年
３月

平成27年
５月

売上高の
増加

メガネスーパー
姫路砥堀店

（兵庫県姫路市）
眼鏡等小売事業 店舗 18,700 500

自己資金及び
増資資金

平成27
年　３月

平成27年
５月

メガネスーパー
保土ヶ谷駅ビル店
（神奈川県横浜市）

眼鏡等小売事業 店舗 12,600 ―
自己資金及び
増資資金

平成27年
５月

平成27年
６月

メガネスーパー
イオンタウン水戸南店
（茨城県東茨城郡）

眼鏡等小売事業 店舗 13,200 ―
自己資金及び
増資資金

平成27年
５月

平成27年
６月

メガネスーパー
モラージュ柏店
（千葉県柏市）

眼鏡等小売事業 店舗 11,200 ―
自己資金及び
増資資金

平成27年
５月

平成27年
６月

メガネスーパー
四ツ谷駅前店

（東京都新宿区）
眼鏡等小売事業 店舗 14,400 ―

自己資金及び
増資資金

平成27年
５月

平成27年
７月

メガネスーパー
イオンモールとなみ店
（富山県砺波市）

眼鏡等小売事業 店舗 25,800 ―
自己資金及び
増資資金

平成27年
６月

平成27年
７月

メガネスーパー
メガドンキ長野店
（長野県長野市）

眼鏡等小売事業 店舗 11,400 ―
自己資金及び
増資資金

平成27年
６月

平成27年
７月

メガネスーパー
蕨駅東口店

（埼玉県蕨市）
眼鏡等小売事業 店舗 16,000 ―

自己資金及び
増資資金

平成27年
６月

平成27年
７月

メガネスーパー
テラッソ姫路店
（兵庫県姫路市）

眼鏡等小売事業 店舗 21,100 1,566
自己資金及び
増資資金

平成27年
４月

平成27年
７月

メガネスーパー
大岡山店

（東京都大田区）
眼鏡等小売事業 店舗 19,300 ―

自己資金及び
増資資金

平成27年
７月

平成27年
８月

メガネスーパー他
その他29店舗

眼鏡等小売事業 店舗 580,000 ―
自己資金及び
増資資金

平成27年
５月

平成28年
４月

 

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　２　投資予定額には、敷金及び保証金が含まれております。

　

(2) 重要な設備の売却等（平成27年４月30日現在）

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社メガネスーパー(E03433)

有価証券報告書

21/98



第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 250,000,000

Ａ種優先株式 800

Ｂ種優先株式 １

Ｃ種優先株式 1,000

Ａ種劣後株式 110,000,000

Ｂ種劣後株式 100,000,000

計 460,001,801
 

 

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成27年４月30日)

提出日現在
発行数(株)(注8）
(平成27年７月23日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 65,562,425 65,562,425
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株であります。

Ａ種優先株式 800 800 ―
　単元株式数は１株であります。

（注３）

Ｂ種優先株式
（注１）

１ １ ―
単元株式数は１株であります。

（注２・４）

Ｃ種優先株式
（注１）

320 320 ―
単元株式数は１株であります。

（注２・５）

Ａ種劣後株式
（注１）

30,318,181 30,318,181 ―
単元株式数は100株であります。

（注２・６）

Ｂ種劣後株式
（注１）

69,498,039 69,498,039 ―
単元株式数は100株であります。

（注２・７）

計 165,379,766 165,379,766 ― ―
 

(注１)Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式及びＡ種劣後株式並びにＢ種劣後株式は、企業内容等の開示に関する内閣府令第19

条第８項に規定する行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。

(注２)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質等

(１)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質

行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であるＢ種優先株式、Ｃ種優先株式、Ａ種劣後株式、Ｂ種劣後株式の

特質については、当社の普通株式の株価を基準として取得価額が修正され、取得と引換えに交付する株式数が変

動します。また、その修正基準、修正頻度及び行使価額の下限等については、以下（注）４、５、６、７に記載

のとおりです。
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(２)所有者との間の取決めの内容

①権利行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式、Ａ種劣後株式及びＢ種劣後株式それぞれについて、権利行使可能日についての取

決めがあります。

詳細は以下(注)４、５、６、７に記載のとおりです。

②売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式については、所有者との間で譲渡制限についての取決めがあり、Ａ種劣後株式及び

Ｂ種劣後株式については、所有者との間の取決めはありません。

詳細は以下(注)４、５、６、７に記載のとおりです。

(注３)Ａ種優先株式の内容

(１)優先配当金

①当社は、普通株主に対して剰余金の配当を行うときは、各剰余金の配当毎に、Ａ種優先株式を有する株主（以

下、「Ａ種優先株主」という。）又はＡ種優先株式の登録株式質権者(以下「Ａ種優先登録株式質権者」とい

う。）に対し、普通株式を有する株主(以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通

登録株式質権者」という。）に先立ち、Ａ種優先株式１株につき16,750円の金銭による剰余金の配当（かかる配

当により支払われる金銭を、以下「Ａ種優先配当金」という。）を行う。

②当社は、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対してのみ剰余金の配当を行うことはできないものとし、

Ａ種優先株主又はＡ種優先株式登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金を超えて剰余金の配当は行わない。

ただし、当社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しくは同法第760条第７号ロに規定さ

れる剰余金の配当又は当社が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第12号ロ若しくは同法第765条第１項

第８号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。

(２)非累積条項

ある事業年度においてＡ種優先株主又はＡ種優先株式登録株式質権者に対して支払う金銭による剰余金の配当の

額がＡ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

(３)残余財産の分配

①当社は、残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先株式登録株式質権者に対し、普通株主又は普通

登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につき1,000,000円を支払う。

②Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、前項のほか、残余財産の分配は行わない。

(４)議決権

Ａ種優先株主は株主総会において議決権を有しない。

(５)Ａ種優先株式の金銭対価の取得条項

当社は、Ａ種優先株式発行後、平成26年５月１日以降は、Ａ種優先株式１株につき1,000,000円の金銭の交付と引

換えに、Ａ種優先株式の発行後に当社が取締役会の決議で定める一定の日に、Ａ種優先株式の全部又は一部を取

得することができる。

また、一部取得をするときは、按分比例の方法（ただし、１株未満の端数は切り捨てる。）又は抽選により行

う。

(６)Ａ種優先株式の金銭対価の取得請求権

Ａ種優先株主は、平成30年５月１日以降、各事業年度末日から１ヶ月を経過した日から、当該事業年度にかかる

定時株主総会の日までの間に当社に対し事前の通知（撤回不能とする。）を行った上で、当該定時株主総会の日

から30日を経過した日（但し、同日が営業日でない場合は、翌営業日とする。以下「取得請求日」という。）

に、法令上可能な範囲で、取得請求日における最終事業年度に係る損益計算書において税引後当期純利益金額と

して表示された金額から、最終事業年度に係る期末配当として支払われた剰余金（Ａ種優先配当金を含む。）を

差し引いた金額の50％を限度として、１株につき1,000,000円の金銭と引換えに、Ａ種優先株式の取得請求を行う

ことができる。
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(７)会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

(８)議決権を有しないこととしている理由

資本増強にあたり、既存株主への影響を考慮した為であります。

(注４)Ｂ種優先株式の内容

(１)優先配当金

当社は、普通株主又は普通登録株式質権者に対して剰余金の配当を行うときは、各剰余金の配当毎に、Ｂ種優先

株式を有する株主（以下「Ｂ種優先株主」という。）又はＢ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｂ種優先登録

株式質権者」という。）に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株式１株につき

17,500,000円の金銭による剰余金の配当を行う。

(２)累積条項

ある事業年度において、Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対して支払う金銭による剰余金の配当の額

がＢ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積する。

(３)残余財産の分配

①当社は、残余財産を分配するときは、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株主又はＢ種優先登

録株式質権者に対し、Ｂ種優先株式１株につき、250,000,000円及びＢ種優先株式累積未払配当金相当額の合計額

に、17,500,000円を残余財産の分配日の属する事業年度の初日（ただし、当該事業年度中の日を基準日としてＢ

種優先配当金が支払われている場合には、当該基準日の翌日）から残余財産の分配日まで（初日及び分配日を含

む。）で日割計算した額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。）を加算した額を支

払う。

②Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対しては、前項のほか、残余財産の分配は行わない。

(４)議決権

Ｂ種優先株主は株主総会において議決権を有しない。

(５)Ｂ種優先株式の併合又は分割、募集新株の割当てを受ける権利等

①法令に別段の定めがある場合を除き、Ｂ種優先株式について株式の併合又は分割は行わない。

②Ｂ種優先株主には募集株式の割当てを受ける権利、又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。

③Ｂ種優先株主には株式無償割当て、又は新株予約権の無償割当ては行わない。

(６)Ｂ種優先株式の金銭対価の取得条項

当社は、Ｂ種優先株式発行後、平成27年８月１日以降は、Ｂ種優先株式１株につき250,000,000円及びＢ種優先株

式累積未払配当金相当額の合計額の金銭の交付と引換えに、Ｂ種優先株式の発行後に当社が別途取締役会の決議

で定める一定の日に、Ｂ種優先株式を取得することができる。

(７)Ｂ種優先株式の株式対価の取得請求権

Ｂ種優先株主は、平成27年８月１日（当該日が営業日でない場合には、翌営業日）以降いつでも、当社に対し

て、以下に定める算定方法に従って算出される数の当社の普通株式及びＣ種優先株式100株を対価として、その有

するＢ種優先株式を取得することを請求することができるものとし、当社はＢ種優先株主が取得の請求をしたＢ

種優先株式を取得するのと引換えに、以下に定める算定方法に従って算出される数の当社の普通株式及びＣ種優

先株式100株を、当該Ｂ種優先株主に対して交付するものとする。

(1) 取得と引換えに交付する普通株式の数

Ｂ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、取得請求に係るＢ種優先株式の数に次項以下に定め

る取得比率を乗じて得られる数とする。なお、Ｂ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数に１株に

満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、この場合においては、会社法第167条第３項に定める

金銭の交付はしない。

(2) 当初取得比率

取得比率は、当初、274,400とする。

 なお、平成26年４月25日以降、取得比率は604,000に調整されている。
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(3) 取得比率の調整

(a) 当社は、Ｂ種優先株式の発行日後、本項(b)に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数に変更を生じる場

合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「取得比率調整式（Ｂ種優先株式）」とい

う。）により取得比率を調整する。

 

調整後取得比率＝調整前取得比率×
既発行株式数＋新発行・処分株式数

既発行株式数＋
新発行・処分株式数×１株あたりの払込金額

    時価
 

 

(b) 取得比率調整式（Ｂ種優先株式）により取得比率の調整を行う場合及びその調整後の取得比率の適用時期に

ついては、次に定めるところによる。

①本項(c)②に定める時価を下回る価額を募集株式の払込金額として発行する当社普通株式又は処分する当社の

有する当社普通株式を引き受ける者の募集をする場合（ただし、本項(b)②に定める普通株式の無償割当ての

場合、又は本項(b)③に定める証券（権利）の取得と引換え若しくは当該証券（権利）の取得と引換えに交付

される新株予約権の行使による交付又は本項(b)③に定める新株予約権の行使による場合を除く。）

調整後の取得比率は、払込期日又は払込期間の末日の翌日以降、また、株主への割当てのための基準日を定

めた場合は当該基準日の翌日以降、これを適用する。

②当社普通株式の分割又は当社普通株式の無償割当て（以下「株式分割等」という。）を行う場合

調整後の取得比率は、当該株式分割等により株式を取得する株主を定めるための基準日（基準日を定めない

場合は、効力発生日）の翌日以降これを適用する。

③本項(c)②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しく

は取得させることができる証券（権利）又は当社普通株式の交付を受けることができる新株予約権の交付と

引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）又は行使することにより当

社普通株式の交付を受けることができる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行若

しくは処分する場合（無償割当ての場合を含む。）

調整後の取得比率は、発行又は処分される証券（権利）又は新株予約権（新株予約権の交付と引換えに取得

される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）に関して交付の対象となる新株予約権を

含む。）の全てが当初の条件で取得され、取得させ又は行使されたものとみなして取得比率調整式（Ｂ種優

先株式）を準用して算出するものとし、当該証券（権利）又は新株予約権の払込期日又は払込期間の末日の

翌日以降、また、当該募集において株主への割当てのための基準日を定めた場合は当該基準日（特定の割当

てにつき、基準日を定めない場合は、その効力発生日）の翌日以降、これを適用する。

(c) ①取得比率調整式（Ｂ種優先株式）の計算については、10の位まで算出し、その10の位を四捨五入する。

②取得比率調整式（Ｂ種優先株式）で使用する時価は、調整後の取得比率を適用する日に先立つ45取引日目

に始まる30取引日（終値（気配表示を含む。）のない日数を除く。）の株式会社東京証券取引所ＪＡＳＤ

ＡＱ（スタンダード）における当社普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値とす

る。

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

③取得比率調整式（Ｂ種優先株式）で使用する既発行株式数は、当該募集において株主に株式の割当てを受

ける権利を与える場合は、当該権利を与える株主を定めるための基準日、また、それ以外の場合は、調整

後の取得比率を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の

有する当社普通株式数を控除した数とする。また、当社普通株式の分割が行われる場合には、取得比率調

整式（Ｂ種優先株式）で使用する新発行・処分株式数は、基準日における当社の有する当社普通株式に割

り当てられる当社普通株式数を含まないものとする。
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(d) 本項(b)に掲げた場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な取得比率の調整を行う。

①株式の併合、合併、会社分割又は株式交換のために取得比率の調整を必要とする場合。

②本項(d)①のほか、当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により取得比率の調

整を必要とする場合。

③取得比率を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得比率の算出にあた

り使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要がある場合。

(e) 本項(a)から(d)までの規定により取得比率の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並び

にその事由、調整前の取得比率、調整後の取得比率及びその適用の日その他必要な事項をＢ種優先株主に通

知する。ただし、適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかに

これを行う。　

(８)Ｂ種優先株式の金銭対価の取得請求権

Ｂ種優先株主は、平成27年11月１日以降、各事業年度末日から１ヶ月を経過した日から、当該事業年度に係る定

時株主総会の日までの間に当社に対し事前の通知（撤回不能とする。）を行った上で、当該定時株主総会の日か

ら30日を経過した日（ただし、同日が営業日でない場合は、翌営業日とする。以下「Ｂ種優先株式取得請求日」

という。）に、Ｂ種優先株式取得請求日における会社法第461条第２項に定める分配可能額から、Ｂ種優先株式取

得請求日における最終事業年度に係る損益計算書において税引後当期純利益金額として表示された金額から、最

終事業年度に係る期末配当として支払われた剰余金（Ａ種優先配当金、Ｂ種優先配当金及びＣ種優先配当金を含

む。）を差し引いた金額の50％に相当する金額を減じた額を限度として、当社がＢ種優先株式１株につき

250,000,000円及びＢ種優先株式累積未払配当金相当額の合計額の金銭を交付するのと引換えに、Ｂ種優先株式の

取得を、当社に対して請求することができる。かかる取得請求がなされた場合、当社は、Ｂ種優先株式取得請求

日に、Ｂ種優先株主に対して、取得するＢ種優先株式１株につき250,000,000円及びＢ種優先株式累積未払配当金

相当額の合計額の金銭を交付する。

(９)会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

(10)Ｂ種優先株式の譲渡の制限

譲渡によるＢ種優先株式の取得については、当社の取締役会の承認を要する。

(11)議決権を有しないこととしている理由

資本増強にあたり、既存株主への影響を考慮した為であります。

　

(注５)Ｃ種優先株式の内容

　(１)優先配当金

当社は、普通株主又は普通登録株式質権者に対して剰余金の配当を行うときは、各剰余金の配当毎に、Ｃ種優先　

株主又はＣ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ｃ種優先株式１株につき、

以下に定める算式（以下「Ｃ種優先配当金算定式」という。）により算出された額（以下「Ｃ種優先配当基準金

額」という。）に０.０７を乗じた額（ただし、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げるもの

とし、１円未満の場合は１円とする。以下「Ｃ種優先配当金額」という。）の金銭による剰余金の配当（かかる配

当により支払われる金銭を、以下「Ｃ種優先配当金」という。）（ただし、Ｃ種優先株式の発行日の属する事業年

度の末日を基準日とするＣ種優先配当金については、Ｃ種優先株式１株につき、Ｃ種優先配当金額をＣ種優先株式

の発行日からＣ種優先株式の発行日の属する事業年度の末日まで（Ｃ種優先株式の発行日及び末日を含む。）で日

割計算した額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。）とする。）を行う。Ｃ種優先株

式配当金算定式において使用する基準時価は、下記「（６）Ｃ種優先株式の金銭対価の取得条項」に記載の基準時

価をいう。　
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　(２)累積条項

①ある事業年度において、Ｃ種優先株主又はＣ種優先登録株式質権者に対して支払う金銭による剰余金の配当の額

がＣ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積する。累積した不足額（１株当た

りの累積未払金を、以下「Ｃ種優先株式累積未払配当金」という。）については、当該翌事業年度以降、Ａ種優

先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対するＡ種優先配当金の支払、Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者

に対するＢ種優先配当金の支払、普通株主又は普通登録株式質権者に対する配当金の支払、並びにＣ種優先配当

金の支払に先立ち、Ｃ種優先株主又はＣ種優先登録株式質権者に対して配当を行う。　

②当社は、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者、Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者及びＣ種優先株

主又はＣ種優先登録株式質権者に対してのみ剰余金の配当を行うことはできないものとし、Ｃ種優先株主又はＣ

種優先登録株式質権者に対しては、Ｃ種優先配当金及びＣ種優先株式累積未払配当金を超えて剰余金の配当は行

わない。ただし、当社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第７５８条第８号ロ若しくは同法第７６０条第

７号ロに規定される剰余金の配当又は当社が行う新設分割手続の中で行われる同法第７６３条第１２号ロ若しく

は同法第７６５条第１項第８号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。

　　③Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式及びＣ種優先株式に係る剰余金の配当の支払順位は、同順位とする。

　(３)残余財産の分配

①当会社は、残余財産を分配するときは、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ｃ種優先株主又はＣ種優先

登録株式質権者に対し、Ｃ種優先株式１株につき、償還価額（当会社定款第１０条の２６に定義する。ただし、

当会社定款第１０条の２６第２項における「Ｃ種優先株式の取得日におけるＣ種優先株式累積未払配当金相当

額」とあるのは、「残余財産の分配日におけるＣ種優先株式累積未払配当金相当額」と読み替える。）相当額

に、Ｃ種優先配当金額を残余財産の分配日の属する事業年度の初日（ただし、当該事業年度中の日を基準日とし

てＣ種優先配当金が支払われている場合には、当該基準日の翌日）から残余財産の分配日まで（初日及び分配日

を含む。）で日割計算した額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。）を加算した額

を支払う。

　　②Ｃ種優先株主又はＣ種優先登録株式質権者に対しては、前項のほか、残余財産の分配は行わない。

　　③Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式及びＣ種優先株式に係る残余財産の分配の支払順位は、同順位とする。

　(４)議決権　

　　Ｃ種優先株主は株主総会において議決権を有しない。

　(５)Ｃ種優先株式の併合又は分割、募集新株の割当てを受ける権利等

　　①当社は、法令に別段の定めがある場合を除き、Ｃ種優先株式について株式の併合又は分割は行わない。

②当社は、Ｃ種優先株主には募集株式の割当てを受ける権利、又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えな

い。

　　③当社は、Ｃ種優先株主には株式無償割当て、又は新株予約権の無償割当ては行わない。

　(６)Ｃ種優先株式の金銭対価の取得条項

①当社は、Ｃ種優先株式発行後、平成２７年８月１日以降は、Ｃ種優先株式１株につき次項に定める算定方法に

従って算出される額（以下「償還価額」という。）の金銭の交付と引換えに、Ｃ種優先株式の発行後に当社が別

途取締役会の決議で定める一定の日に、Ｃ種優先株式の全部又は一部を取得することができる。

②Ｃ種優先株式の取得と引換えに交付する金銭の額は、取得に係るＣ種優先株式の数に以下に定める算式（以下

「償還価額算定式」という。）により算出された額（ただし、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位

を切り上げるものとし、１円未満の場合は１円とする。）を乗じて得られる額とする。
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償還価額算定式において使用する基準時価とは、当初、平成２７年８月１日に先立つ５連続取引日（平成２７年

８月１日を含まず、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）における当社普通株式の普通取引の終値（気

配表示を含む。）のない日は取引日に含まれない。）（かかる期間を、以下「当初時価算定期間」という。）の

東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）における当社普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含

む。）の平均値に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする

（かかる当初の基準時価を、以下「当初基準時価」という。）。なお、当初時価算定期間に、時価を下回る価額

を募集株式の払込金額として発行する当社普通株式又は処分する当社の有する当社普通株式を引き受ける者の募

集、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれらに類する事由があった場合、当初基準時価は当社取締

役会が合理的に適切と判断する金額に調整される。

また、基準時価は、平成２７年８月１日以降において、毎年３月の第３金曜日及び９月の第３金曜日（ただし、

当該日が取引日でない場合にはその直前の取引日。以下「修正後基準時価決定日」という。）の翌日以降、修正

後基準時価決定日まで（同日を含む。）の直近の５連続取引日（ただし、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタン

ダード）における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。）のない日は取引日に含まれない。）（か

かる期間を、以下「時価算定期間」という。）の東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）における当社普

通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出

し、その小数第２位を四捨五入する。）に修正される（かかる修正後の基準時価を、以下「修正後基準時価」と

いう。）。なお、時価算定期間に、時価を下回る価額を募集株式の払込金額として発行する当社普通株式又は処

分する当社の有する当社普通株式を引き受ける者の募集、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれら

に類する事由があった場合、修正後基準時価は当社取締役会が合理的に適切と判断する金額に調整される。

　　③一部取得をするときは、按分比例の方法（ただし、１株未満の端数は切り捨てる。）又は抽選により行う。

　(７)Ｃ種優先株式の金銭対価の取得請求権

Ｃ種優先株主は、平成２７年１１月１日以降、各事業年度末日から１ヶ月を経過した日から、当該事業年度に係

る定時株主総会の日までの間に当社に対し事前の通知（撤回不能とする。）を行った上で、当該定時株主総会の

日から３０日を経過した日（ただし、同日が営業日でない場合は、翌営業日とする。）又は各事業年度末日から

７ヶ月を経過した日から当該事業年度末日の９ヶ月後の日までの間に当社に対し事前の通知（撤回不能とす

る。）を行った上で、当該事業年度末日から１０ヶ月を経過した日（ただし、同日が営業日でない場合は、翌営

業日とする。上記定時株主総会の日から３０日を経過した日と併せて、以下「Ｃ種優先株式取得請求日」とい

う。）に、Ｃ種優先株式取得請求日における会社法第４６１条第２項に定める分配可能額から、Ｃ種優先株式取

得請求日における最終事業年度に係る損益計算書において税引後当期純利益金額として表示された金額から、最

終事業年度に係る期末配当として支払われた剰余金（Ａ種優先配当金、Ｂ種優先配当金及びＣ種優先配当金を含

む。）を差し引いた金額の５０％に相当する金額を減じた額又は１５０，０００，０００円のいずれか低い方の

金額（以下「Ｃ種優先株式取得限度額」という。）を限度として当社がＣ種優先株式１株につき償還価額相当額

の金銭を交付するのと引換えに、Ｃ種優先株式の全部又は一部の取得を、当社に対して請求することができる。

かかる取得請求がなされた場合、当社は、Ｃ種優先株式取得請求日に、Ｃ種優先株主に対して、取得するＣ種優

先株式１株につき償還価額相当額の金銭を交付する。ただし、Ｃ種優先株式取得限度額を超えてＣ種優先株主か

ら本項に基づくＣ種優先株式の取得請求がなされた場合、取得すべきＣ種優先株式は、取得請求が行われたＣ種

優先株式の数に応じた按分比例（ただし、１株未満の端数は切り捨てる。）により決定する。

　(８)会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

　　　会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

　(９)Ｃ種優先株式の譲渡の制限

　　　譲渡によるＣ種優先株式の取得については、当社の取締役会による承認を要する。

　(10)議決権を有しないこととしている理由

　　　資本増強にあたり、既存株主への影響を考慮した為であります。
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(注６)Ａ種劣後株式の内容

(１)剰余金の配当

Ａ種劣後株式を有する株主（以下「Ａ種劣後株主」という。）に対し、剰余金の配当を行わない。

(２)残余財産の分配

①当社の残余財産を分配するときにおいて、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対してＡ種優先株式に関

する残余財産の分配をした後に残余財産があるときは、普通株主又は普通登録株式質権者に対して、Ａ種劣後株

主又はＡ種劣後株式の登録株式質権者（以下「Ａ種劣後登録株式質権者」という。）及びＢ種劣後株式を有する

株主（以下「Ｂ種劣後株主」という。）又はＢ種劣後株式の登録株式質権者（以下「Ｂ種劣後登録株式質権者」

という。）に先立ち、普通株式１株につき、本条第３項に定める普通株式分配基準額の残余財産の分配を行う。

②普通株主又は普通登録株式質権者に対して前項に従い残余財産の分配をした後に残余財産があるときは、当社

は、Ａ種劣後株主又はＡ種劣後登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録株式質権者並びにＢ種劣後株主及

びＢ種劣後登録株式質権者と同順位にて、Ａ種劣後株式１株につき、普通株式１株当たりの残余財産分配額（但

し前項に従い分配した残余財産分配額を除く。）及びＢ種劣後株式１株当たりの残余財産分配額のそれぞれと同

額の残余財産の分配を行う。

③普通株式分配基準額は、当初1,639円とする。

(３)議決権

Ａ種劣後株主は株主総会において議決権を有する。

(４)Ａ種劣後株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等

①当社は、法令に別段の定めがある場合を除き、Ａ種劣後株式について株式の併合又は分割は行わない。

②当社は、Ａ種劣後株主には募集株式の割当てを受ける権利、又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えな

い。

③当社は、Ａ種劣後株主には株式無償割当て、又は新株予約権の無償割当ては行わない。

(５)普通株式を対価とする取得請求権

Ａ種劣後株主は、平成25年９月30日（当該日が営業日でない場合には、翌営業日）以降いつでも、当社に対し

て、その有するＡ種劣後株式の全部又は一部を取得することを請求することができるものとし、当社はＡ種劣後

株主が取得の請求をしたＡ種劣後株式を取得するのと引換えに、以下に定める算定方法に従って算出される数の

当社の普通株式を、当該Ａ種劣後株主に対して交付するものとする。

①取得と引換えに交付する普通株式の数

Ａ種劣後株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、取得請求に係るＡ種劣後株式の数に次項以下に定める

取得比率を乗じて得られる数とする。なお、Ａ種劣後株式の取得と引換えに交付する普通株式の数が１株に満た

ない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、この場合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の

交付はしない。

②当初取得比率

取得比率は、当初、1.0とする。

　なお、平成26年４月25日以降、取得比率は2.201に調整されている。

③取得比率の調整

(a) 当社は、Ａ種劣後株式の発行日後、本項(b)に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数に変更を生じる場

合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「取得比率調整式（Ａ種）」という。）に

より取得比率を調整する。

 調整後
取得比率

＝
調整前
取得比率

×
既発行株式数　＋　新発行・処分株式数

 
既発行株式数 ＋

新発行・処分株式数　×　１株あたりの払込金額

     時　　　　価
 

(b) 取得比率調整式（Ａ種）により取得比率の調整を行う場合及びその調整後の取得比率の適用時期について

は、次に定めるところによる。

①本項(c)②に定める時価を下回る価額を募集株式の払込金額として発行する当社普通株式又は処分する当社の

有する当社普通株式を引き受ける者の募集をする場合（ただし、本項(b)②に定める普通株式の無償割当ての

場合、又は本項(b)③に定める証券（権利）の取得と引換え若しくは当該証券（権利）の取得と引換えに交付

される新株予約権の行使による交付又は本項(b)③に定める新株予約権の行使による場合を除く。）

調整後の取得比率は、払込期日又は払込期間の末日の翌日以降、また、株主への割当てのための基準日を定

めた場合は当該基準日の翌日以降、これを適用する。
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②当社普通株式の分割又は当会社普通株式の無償割当て（以下「株式分割等」という。）を行う場合

調整後の取得比率は、当該株式分割等により株式を取得する株主を定めるための基準日（基準日を定めない

場合は、効力発生日）の翌日以降これを適用する。

③本項(c)②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しく

は取得させることができる証券（権利）又は当社普通株式の交付を受けることができる新株予約権の交付と

引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）又は行使することにより当

社普通株式の交付を受けることができる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行若

しくは処分する場合（無償割当ての場合を含む。）

調整後の取得比率は、発行又は処分される証券（権利）又は新株予約権（新株予約権の交付と引換えに取得

される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）に関して交付の対象となる新株予約権を

含む。）の全てが当初の条件で取得され、取得させ又は行使されたものとみなして取得比率調整式（Ａ種）

を準用して算出するものとし、当該証券（権利）又は新株予約権の払込期日又は払込期間の末日の翌日以

降、また、当該募集において株主への割当てのための基準日を定めた場合は当該基準日（特定の割当てにつ

き、基準日を定めない場合は、その効力発生日）の翌日以降、これを適用する。

(c) ①取得比率調整式（Ａ種）の計算については、小数第４位まで算出し、小数第４位を四捨五入する。

②取得比率調整式（Ａ種）で使用する時価は、調整後の取得比率を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日（終値（気配表示を含む。）のない日数を除く。）の株式会社東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタン

ダード）における当社普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値とする。

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

③取得比率調整式（Ａ種）で使用する既発行株式数は、当該募集において株主に株式の割当てを受ける権利を

与える場合は、当該権利を与える株主を定めるための基準日、また、それ以外の場合は、調整後の取得比率

を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通

株式数を控除した数とする。また、当社普通株式の分割が行われる場合には、取得比率調整式（Ａ種）で使

用する新発行・処分株式数は、基準日における当社の有する当社普通株式に割り当てられる当社普通株式数

を含まないものとする。

(d) 本項(b)に掲げた場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な取得比率の調整を行う。

①株式の併合、合併、会社分割又は株式交換のために取得比率の調整を必要とする場合。

②本項(d)①の他、当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により取得比率の調整

を必要とする場合。

③取得比率を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得比率の算出にあた

り使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要がある場合。

(e) 本項(a)から(d)までの規定により取得比率の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びに

その事由、調整前の取得比率、調整後の取得比率及びその適用の日その他必要な事項をＡ種劣後株主に通知す

る。ただし、適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを

行う。

(６)会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

　　会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

　

(注７)Ｂ種劣後株式の内容　

　(１)剰余金の配当

　　　Ｂ種劣後株主に対し、剰余金の配当を行わない。

　(２)残余財産の分配

①当社の残余財産を分配するときにおいて、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対してＡ種優先株式に関

する残余財産の分配をした後に残余財産があるときは、普通株主又は普通登録株式質権者に対して、Ａ種劣後株

主又はＡ種劣後登録株式質権者及びＢ種劣後株主又はＢ種劣後登録株式質権者に先立ち、普通株式１株につき、

本条第３項に定める普通株式分配基準額の残余財産の分配を行う。
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②普通株主又は普通登録株式質権者に対して前項に従い残余財産の分配をした後に残余財産があるときは、当社

は、Ｂ種劣後株主又はＢ種劣後登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録株式質権者並びにＡ種劣後株主及

びＡ種劣後登録株式質権者と同順位にて、Ｂ種劣後株式１株につき、普通株式１株当たりの残余財産分配額（た

だし前項に従い分配した残余財産分配額を除く。）及びＡ種劣後株式１株当たりの残余財産分配額のそれぞれと

同額の残余財産の分配を行う。

　　③普通株式分配基準額は、当初1,639円とする。

　(３)議決権

　　　Ｂ種劣後株主は株主総会において議決権を有する。

　(４)Ｂ種劣後株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等

　　①当社は、法令に別段の定めがある場合を除き、Ｂ種劣後株式について株式の併合又は分割は行わない。

　　②Ｂ種劣後株主には募集株式の割当てを受ける権利、又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。

　　③Ｂ種劣後株主には株式無償割当て、又は新株予約権の無償割当ては行わない。

　(５)普通株式を対価とする取得請求権

Ｂ種劣後株主は、Ｂ種劣後株式の発行日の１年後の日（当該日が営業日でない場合には、翌営業日）以降いつで

も、当社に対して、その有するＢ種劣後株式の全部又は一部を取得することを請求することができるものとし、

当社はＢ種劣後株主が取得の請求をしたＢ種劣後株式を取得するのと引換えに、下記に定める算定方法に従って

算出される数の当社の普通株式を、当該Ｂ種劣後株主に対して交付するものとする。

　　①取得と引換えに交付する普通株式の数

Ｂ種劣後株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、取得請求に係るＢ種劣後株式の数に次項以下に定める

取得比率を乗じて得られる数とする。なお、Ｂ種劣後株式の取得と引換えに交付する普通株式の数に１株に満た

ない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、この場合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の

交付はしない。

　　②当初取得比率

　　　取得比率は、当初、1.0とする。

　　　なお、平成26年４月25日以降、取得比率は1.066に調整されている。

　　③取得比率の調整

(a) 当社は、Ｂ種劣後株式の発行日後、本項(ｂ)に掲げる各事由により当会社の発行済普通株式数に変更を生じる場

合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「取得比率調整式（Ｂ種）」という。）により

取得比率を調整する。

 調整後
取得比率

＝
調整前
取得比率

×
既発行株式数　＋　新発行・処分株式数

 
既発行株式数 ＋

新発行・処分株式数　×　１株あたりの払込金額

     時　　　　価
 

(b) 取得比率調整式（Ｂ種）により取得比率の調整を行う場合及びその調整後の取得比率の適用時期については、次

に定めるところによる。

①本項(ｃ)②に定める時価を下回る価額を募集株式の払込金額として発行する当社普通株式又は処分する当社の有

する当社普通株式を引き受ける者の募集をする場合（ただし、本項(b)②に定める普通株式の無償割当ての場合、

又は本項(ｂ)③に定める証券（権利）の取得と引換え若しくは当該証券（権利）の取得と引換えに交付される新

株予約権の行使による交付又は本項(ｂ)③に定める新株予約権の行使による場合を除く。）

調整後の取得比率は、払込期日又は払込期間の末日の翌日以降、また、株主への割当てのための基準日を定めた

場合は当該基準日の翌日以降、これを適用する。

　　②株式分割等を行う場合

調整後の取得比率は、当該株式分割等により株式を取得する株主を定めるための基準日（基準日を定めない場合

は、効力発生日）の翌日以降これを適用する。

③本項(ｃ)②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取

得させることができる証券（権利）又は当社普通株式の交付を受けることができる新株予約権の交付と引換えに取

得される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）又は行使することにより当社普通株式の交付

を受けることができる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行若しくは処分する場合（無

償割当ての場合を含む。）
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　調整後の取得比率は、発行又は処分される証券（権利）又は新株予約権（新株予約権の交付と引換えに取得される

証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）に関して交付の対象となる新株予約権を含む。）の全

てが当初の条件で取得され、取得させ又は行使されたものとみなして取得比率調整式（Ｂ種）を準用して算出する

ものとし、当該証券（権利）又は新株予約権の払込期日又は払込期間の末日の翌日以降、また、当該募集において

株主への割当てのための基準日を定めた場合は当該基準日（特定の割当てにつき、基準日を定めない場合は、その

効力発生日）の翌日以降、これを適用する。

　(c)①取得比率調整式（Ｂ種）の計算については、小数第４位まで算出し、小数第４位を四捨五入する。

②取得比率調整式（Ｂ種）で使用する時価は、調整後の取得比率を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引日

（終値（気配表示を含む。）のない日数を除く。）の株式会社東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）にお

ける当社普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値とする。

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

③取得比率調整式（Ｂ種）で使用する既発行株式数は、当該募集において株主に株式の割当てを受ける権利を与える

場合は、当該権利を与える株主を定めるための基準日、また、それ以外の場合は、調整後の取得比率を適用する日

の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式数を控除した数

とする。また、当社普通株式の分割が行われる場合には、取得比率調整式（Ｂ種）で使用する新発行・処分株式数

は、基準日における当社の有する当社普通株式に割り当てられる当社普通株式数を含まないものとする。

　(d)本項(b)に掲げた場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な取得比率の調整を行う。

　 ①株式の併合、合併、会社分割又は株式交換のために取得比率の調整を必要とする場合。

②本項(d)①の他、当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により取得比率の調整を必

要とする場合。

③取得比率を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得比率の算出にあたり使用

すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要がある場合。

(e)本項(a)から(d)までの規定により取得比率の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその

事由、調整前の取得比率、調整後の取得比率及びその適用の日その他必要な事項をＢ種劣後株主に通知する。ただ

し、適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。

　(６)会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

　　　会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

　

(注８)　提出日現在の発行数には、平成27年7月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

１．第６回新株予約権

平成25年10月25日の取締役会決議に基づいて発行した会社法に基づく新株予約権は、次のとおりであります。

 
事業年度末現在

（平成27年４月30日）
提出日の前月末現在
（平成27年６月30日）

新株予約権の数（個） 24,400 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 24,400 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,440,000（注）２  同左（注）２

新株予約権の行使時の払込金額（円）
当初行使価額１株当たり86円

（注）３、４、５
同左

（注）３、４、５

新株予約権の行使期間
自　平成25年11月11日
至　平成27年11月10日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価額及び資本組入額（円）

（注）９ 同左

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使はでき
ない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡するには、
取締役会の承認を受けなければ
ならない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項

― ―
 

（注）１.本新株予約権は、行使価額修正条項付新株予約権であります。

   　　２.本新株予約権の目的となる株式

　 　　　 当社普通株式　2,440,000株

 なお、当社普通株式の価格の上昇又は下落により本新株予約権の行使価額が修正されても変化しない。但し、

（注）10.により行使価額の調整を行う場合には、割当て株式数は次の算式により調整される。

 

 

　３.行使価額の修正基準

　行使価額は、各修正日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合に

は、その直前の終値）の90%に相当する金額の1円未満の端数を切り捨てた金額に修正される。さらに、本新株予

約権の各行使請求に係る通知を当社が受領した時点において、東京証券取引所におけるその日の売買立会が終了

している場合、当該通知は、直後の取引日に受領したものとみなす。

４.行使価額の修正頻度

　行使の際に（注）３.に記載の条件に該当する都度、各修正日において、修正される。

５.行使価額の下限

　行使価額は60円を下回らないものとする。60円を下回る場合、行使価額は60円（但し、(注)10による調整を受

ける）に修正されるものとする。

６.割当株式数の上限

　 2,440,000株

　７.本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額の下限（（注）５.に記載の行使価額の下限にて新株予約権が

全て行使された場合の資金調達額）

　本新株予約権の発行価額の総額6,035,400円に下限行使価額である60円で本新株予約権全部が行使された場合の

362,124,000円を合算した金額である368,159,400円（但し、本新株予約権の全部又は一部が行使されない可能性

がある。）。
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　８.本新株予約権には、当社の決定により、本新株予約権の全部又は一部を取得を可能とする条項が設けられてい

る。

９.本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金

　　会社計算規則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結

果１円未満の端数を切り上げた額とする。

増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額により増加する資本金の額を減じた額とする。

10.行使価額の調整

　当社は、本新株予約権の発行後、一定の事由により当社の発行済普通株式の総数に変更が生じる場合又は変更

が生じる可能性がある場合には、次に定める算式をもって行使価額を調整する。

 

　11.（注）８.に記載の条項により、平成26年２月14日に残存する全ての本新株予約権が当社により取得されてい

る。
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２.第９回新株予約権

平成26年11月17日の取締役会決議に基づいて発行した会社法に基づく新株予約権は、次のとおりであります。

 
事業年度末現在

（平成27年４月30日）
提出日の前月末現在
（平成27年６月30日）

新株予約権の数（個） 32,490 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,249,000（注）１ 同左（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり53 (注）２ 同左（注）２

新株予約権の行使期間
自　平成29年11月17日
至　平成36年11月16日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円）

（注）３ 同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社または
当社の子会社の取締役、監査
役または従業員たる地位をい
ずれも失ったときは、新株予
約権を行使することができな
い。ただし、当社取締役会の
決議により当該地位の喪失に
つき正当な事由があると認め
られた場合はこの限りではな
い。

②新株予約権者が死亡した場
合、その相続人は新株予約権
を行使することができないも
のとする。ただし、当社取締
役会の決議により認められた
場合はこの限りではない。

③各新株予約権の一部行使はで
きないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による新株予約権の取得に
ついては、当社取締役会の決議
による承認を要するものとす
る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項

（注）４ 同左
 

（注）１.本新株予約権は１個につき目的となる株式数は、100株とする。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を

調整し、調整の結果生じる1株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

２.本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき、次の（イ）または（ロ）に掲げる行為を行う場合に

は、行使価額をそれぞれ次に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）により調整する（円位未満

小数第1位まで算出し、その小数第1位を切り上げる。）。

（イ）株式分割または株式併合を行う場合

　調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日（基準日を定めないときは、その効力発生日）の翌

日以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、当該各行為に係る基準日が定めら

れ、かつ当該各行為が当該基準日以降に開催される当会社の株主総会における一定の事項（ただし、剰余金の額

を減少して、資本金又は準備金の額を増加することを含む。）に関する承認決議を条件としている場合、調整後

行使価額は、当該承認決議をした株主総会の終結の日の翌日以降にこれを適用する。
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（ロ）当社普通株式につき時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（無償割当ての場合も

含む。）（新株予約権の行使に基づく自己株式の譲渡および株式交換による自己株式の移転の場合を除く）

３.新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

　①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第1項に従い

算出される資本金等増加限度額の2分の1 の金額とする。計算の結果1円未満の端数が生じたときは、その端数を

切り上げるものとする。

　②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限

度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 
４.組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

　　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合

併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸

収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がそ

の効力を生ずる日、および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前にお

いて残存する新株予約権を有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号イから

ホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。た

だし、再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条件とする。

 
５.新株予約権に関するその他の内容については、新株予約権の募集事項等を決定する当社取締役会において定め

る。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

第８回新株予約権

　
第４四半期会計期間

（平成27年２月１日から
平成27年４月30日まで)

第39期
（平成26年５月１日から
平成27年４月30日まで)

当該期間に権利行使された当該行使価額修正条項付新株
予約権付社債券等の数（個）

23,200 100,000

当該期間の権利行使に係る交付株式数（株） 2,320,000 10,000,000

当該期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） 37.46 43.47

当該期間の権利行使に係る資金調達額（千円） 86,917 434,704

当該期間の末日における権利行使された当該行使価額修
正条項付新株予約権付社債券等の数の累計（個）

― 100,000

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予
約権付社債券等に係る累計の交付株式数（株）

― 10,000,000

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予
約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等（円）

― 43.47

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予
約権付社債券等に係る累計の資金調達額（千円）

― 434,704
 

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年７月27日（注1） 800 13,791,680 400,000 1,932,360 400,000 1,867,880

平成24年１月31日（注2） 30,318,181 44,109,861 666,999 2,599,359 666,999 2,534,879

平成24年４月25日（注3） １ 44,109,862 125,000 2,724,359 125,000 2,659,879

平成24年４月27日（注4） 4,419,022 48,528,884 199,800 2,924,159 199,800 2,859,679

平成24年８月17日（注5） ― 48,528,884 △2,874,159 50,000 △2,859,679 ―

平成25年７月29日（注6） 12,071,461 60,600,345 452,679 502,679 452,679 452,679

平成26年２月10日（注7） 3,595,400 64,195,745 127,257 629,936 127,257 579,936

平成26年４月11日（注8） 21,685,662 85,881,407 325,284 955,221 325,284 905,221

平成26年４月21日（注9） 4,162,500 90,043,907 133,200 1,088,421 133,200 1,038,421

平成26年４月24日（注10） 65,335,539 155,379,446 980,033 2,068,455 980,033 2,018,455

平成26年５月６日（注11） 320 155,379,766 400,000 2,468,455 400,000 2,418,455

平成26年８月26日～
平成26年８月28日（注12）

1,300,000 156,679,766 35,309 2,503,764 35,309 2,453,764

平成26年９月１日（注13） ― 156,679,766 △2,458,455 45,309 △2,273,446 180,317

平成26年９月１日～
平成27年４月９日（注12）

8,700,000 165,379,766 184,692 230,002 184,692 365,010

平成27年７月６日～
平成27年７月22日（注14）

1,017,000 166,396,766 34,687 264,689 34,687 399,697
 

 (注)1　Ａ種優先株式の発行による増資

　　発行価額：1,000,000円

　　資本組入額：500,000円
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2　Ａ種劣後株式の発行

　　発行価額：44円

　　資本組入額：22円

3　Ｂ種優先株式の発行

　　発行価額：250,000,000円

　　資本組入額：125,000,000円

4　新株予約権の権利行使によるＢ種劣後株式の発行

　　発行価額：90.43円　(小数点第３位を四捨五入しております。)

　　資本組入額：45.21円(　　　　　　 　同　上　 　　　　　　)

5　平成24年7月27日開催の第36期定時株主総会の決議に基づき資本金の額を、50,000千円としております。

　　また、資本準備金の額2,859,679千円全額を減少させております。

6　第５回新株予約権の権利行使によるものであります。

7　第６回新株予約権の権利行使によるものであります。

8　第７回新株予約権の権利行使によるものであります。

9　第１回～４回新株予約権の権利行使によるものであります。

10　平成26年2月12日開催の取締役会の決議に基づく第三者割当によるデット・エクイティ・スワップ（Ｂ種劣後

株式発行）による増資によるものであります。

　　発行総額　　　　　　　　　　　　　　　　　1,960,066千円

　　資本組入額　　　　　　　　　　　　　　　　　980,033千円

11　Ｃ種優先株式の発行

発行価額：2,500,000円

資本組入額：1,250,000円

12　第８回新株予約権の権利行使によるものであります。

13　平成26年７月24日開催の第38期定時株主総会の決議に基づき、資本金2,458,455千円及び資本準備金

2,273,446千円を減少させ、その他資本剰余金に振替えた後、欠損の填補を行っております。

14　第10回新株予約権の権利行使によるものであります。
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(6) 【所有者別状況】

普通株式

平成27年４月30日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状
況(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 4 21 98 14 49 35,058 35,244 ―

所有株式数
(単元)

― 25,389 22,357 72,630 80,744 3,217 451,079 655,416 20,825

所有株式数
の割合(％)

― 3.87 3.41 11.08 12.32 0.49 68.83 100.00 ―
 

（注）「個人その他」のうち自己名義株式　　　　　　　　　　　           1,034単元

「単元未満株式の状況」のうち自己名義単元未満株 　　 　　 　　　　　   51株

 

Ａ種優先株式

　平成27年４月30日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数１株)

単元未満
株式の状
況(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― ― ― 2 ― ― ― 2 ―

所有株式数
(単元)

― ― ― 800 ― ― ― 800 ―

所有株式数
の割合(％)

― ― ― 100.00 ― ― ― 100.00 ―
 

 

Ｂ種優先株式

平成27年４月30日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数１株)

単元未満
株式の状
況(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数
(単元)

― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数
の割合(％)

― ― ― 100.00 ― ― ― 100.00 ―
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Ｃ種優先株式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成27年４月30日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数１株)

単元未満
株式の状
況(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― ― ― 2 2 ― ― 4 ―

所有株式数
(単元)

― ― ― 144 176 ― ― 320 ―

所有株式数
の割合(％)

― ― ― 45.00 55.00 ― ― 100.00 ―
 

 
Ａ種劣後株式

平成27年４月30日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状
況(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― ― ― 2 2 ― ― 4 ―

所有株式数
(単元)

― ― ― 136,399 166,780 ― ― 303,179 281

所有株式数
の割合(％)

― ― ― 44.99 55.01 ― ― 100.00 ―
 

 

Ｂ種劣後株式

平成27年４月30日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状
況(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― ― ― 3　 2 ― ― 5 ―

所有株式数
(単元)

― ― ― 672,081 22,897 ― ― 694,978 239

所有株式数
の割合(％)

― ― ― 96.70 3.30 ― ― 100.00 ―
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(7) 【大株主の状況】

 所有株式数別

平成27年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

眼鏡・補聴器革新株式会社
東京都港区虎ノ門四丁目１番28号虎ノ門タ
ワーオフィス17階

65,335 39.51

投資事業有限責任組合アドバンテ
ッジパートナーズIV号・適格機関
投資家間転売制限付分除外少人数
投資家向け

東京都港区虎ノ門四丁目１番28号 20,228 12.23

AP Cayman Partners II, L.P.
（常任代理人　河原正幸）

Walkers Corporate Service Limited,
Walker House, 87 Mary Street, George
Town, Grand Cayman KYI-9002, Cayman
Islands
（東京都港区虎ノ門）

14,115 8.54

Japan　Ireland　Investment
Partners
（常任代理人　河原正幸）

33 Sir John Rogerson's Quay, Dublin ２,
Ireland
（東京都港区虎ノ門）

12,267 7.42

日本証券金融株式会社 東京都千代田区丸の内3丁目3番1号 2,183 1.32

フォーティーツー投資組合 東京都港区虎ノ門四丁目１番28号 1,349 0.82

須田忠雄 群馬県桐生市 700 0.42

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋1丁目17-6 601 0.36

近藤繁俊 岐阜県養老郡 500 0.30

有限会社東関東サービスセンター 茨城県神栖市知手2876番地16 484 0.29

計 ― 117,765 71.21

 

（注）上記のほか、当社所有の自己株式が103千株（0.06％）があります。
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　　所有議決権数別

平成27年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数

(個)

総株主の議決権
に対する所有議
決権数の割合

(％)

眼鏡・補聴器革新株式会社
東京都港区虎ノ門四丁目１番28号虎ノ門タ
ワーオフィス17階

653,355 39.54

投資事業有限責任組合アドバンテ
ッジパートナーズIV号・適格機関
投資家間転売制限付分除外少人数
投資家向け

東京都港区虎ノ門四丁目１番28号 202,280 12.24

AP Cayman Partners II, L.P.
（常任代理人　河原正幸）

Walkers Corporate Service Limited,
Walker House, 87 Mary Street, George
Town, Grand Cayman KYI-9002, Cayman
Islands
（東京都港区虎ノ門）

141,154 8.54

Japan　Ireland　Investment
Partners
（常任代理人　河原正幸）

33 Sir John Rogerson's Quay, Dublin ２,
Ireland
（東京都港区虎ノ門）

122,675 7.42

日本証券金融株式会社 東京都千代田区丸の内3丁目3番1号 21,833 1.32

フォーティーツー投資組合 東京都港区虎ノ門四丁目１番28号 13,489 0.82

須田忠雄 群馬県桐生市 7,000 0.42

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋1丁目17-6 6,014 0.36

近藤繁俊 岐阜県養老郡 5,002 0.30

有限会社東関東サービスセンター 茨城県神栖市知手2876番地16 4,841 0.29

計 ― 1,177,643 71.25

 

株式の種類　：普通株式（１単元の株式数　100株）、Ａ種劣後株式（１単元の株式数　100株）、Ｂ種劣後株式（１

単元の株式数　100株）

　各社保有状態

会社名 普通株式 Ａ種劣後株式 Ｂ種劣後株式

眼鏡・補聴器革新株式会社 ― ― 65,335千株

投資事業有限責任組合アドバンテッジパートナーズIV号
・適格機関投資家間転売制限付分除外少人数投資家向け

5,685千株 12,787千株 1,755千株

AP Cayman Partners II, L.P.　　　　　　　　 3,967千株 8,923千株  1,225千株

Japan　Ireland　Investment Partners 3,447千株  7,754千株 1,064千株

フォーティーツー投資組合　　　　　　　　　　　　　 379千株  852千株 117千株
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式

Ａ種優先株式
　　　　　800
Ｂ種優先株式
　　　　　　1
Ｃ種優先株式
　　　　　320

― （注）

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 103,400

― （注）

完全議決権株式(その他)

普通株式
65,438,200

Ａ種劣後株式
30,317,900

Ｂ種劣後株式
69,497,800

 
654,382

 
303,179

 
694,978

（注）

単元未満株式

普通株式
20,825

Ａ種劣後株式
281

Ｂ種劣後株式
239

― ―

発行済株式総数 165,379,766 ― ―

総株主の議決権 ― 1,652,539 ―
 

　（注）普通株式は、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

また、種類株式の内容については、１.株式等の状況 （1）株式の総数 ②発行済株式 に記載しております。

② 【自己株式等】

平成27年４月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社メガネスーパー

神奈川県小田原市本町
4-2-39

103,400 ― 103,400 0.06

計 ― 103,400 ― 103,400 0.06
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(9) 【ストック・オプション制度の内容】

当社は、新株予約権方式によるストック・オプション制度を採用しております。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

１.平成26年11月17日取締役会決議

会社法に基づき、当社従業員に対しストック・オプションとして新株予約権を発行することを平成26年11月17日

開催の取締役会において決議されたものです。

決議年月日 平成26年11月17日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員229名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況　２.第９回新株予約権」に記載しております。

株式の数 「（2）新株予約権等の状況　２.第９回新株予約権」に記載しております。

新株予約権の行使時の払込金額 「（2）新株予約権等の状況　２.第９回新株予約権」に記載しております。

新株予約権の行使期間 「（2）新株予約権等の状況　２.第９回新株予約権」に記載しております。

新株予約権の行使の条件 「（2）新株予約権等の状況　２.第９回新株予約権」に記載しております。

新株予約権の譲渡に関する事項 「（2）新株予約権等の状況　２.第９回新株予約権」に記載しております。

代用払込みに関する事項 「（2）新株予約権等の状況　２.第９回新株予約権」に記載しております。

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「（2）新株予約権等の状況　２.第９回新株予約権」に記載しております。
 

　

２.平成27年７月22日定時株主総会決議

会社法に基づき、当社取締役（社外取締役を除く）に対しストック・オプションとして新株予約権を発行すること

を平成27年７月22日開催の定時株主総会において決議されたものであります。　

決議年月日 平成27年７月22日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役３名（社外取締役を除く）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 5,000,000株（上限）

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり53円

新株予約権の行使期間
割当日から２年を経過した日の翌日から９年を経過する日までの範囲内で、
当該取締役会で定めるところによる。

新株予約権の行使の条件

①対象者は、当社の取締役たる地位を失ったときは、新株予約権を行使する
ことができない。ただし、当社取締役会の決議により当該地位の喪失につ
き正当な事由があると認められた場合はこの限りではない。

②新株予約権者が死亡した場合、その相続人は新株予約権を行使することが
できないものとする。ただし、当社取締役会の決議により認められた場合
はこの限りではない。

③その他の条件については、当社取締役会の決議により決定する。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するもの
とする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

－
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 252 14,912

当期間における取得自己株式 2 164
 

（注）当期間における取得自己株式には平成27年７月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含まれておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(　―　) ― ― ― ―

保有自己株式数 103,451 ― 103,453 ―
 

（注）当期間における保有自己株式には平成27年７月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要な課題の一つとして認識しております。早期の配当再開に留意してお

りますが、当期も売上高の減少から売上総利益率の高い利益構造上、必要運営費用（販売費及び一般管理費）を補え

ず、当期純損失を連続して計上しております。また、中長期的な経済状況や経営環境などを勘案し、財務体質の強化

の充実の重要性から、誠に遺憾ながら当事業年度は株主の皆様のご支援にお応えすることが出来ず、当期中間及び期

末配当金を無配とさせていただきました。次期（平成28年４月期）配当につきましても、事業再生の道半ばであり、

平成28年４月期は全社一丸となって売上高の確保及び経常黒字の死守に努めてまいりますが、当期同様中間及び期末

を無配とさせていただきます。引き続き、アドバンテッジパートナーズ有限責任事業組合のリーダーシップのもと、

収益力の回復に努め、将来にわたる安定した配当原資の確保を行ってまいります。

 
４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期

決算年月 平成23年４月 平成24年４月 平成25年４月 平成26年４月 平成27年４月

最高(円) 289 207 287 157 117

最低(円) 56 92 90 28 28
 

(注) 株価は平成22年10月11日以前は大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであり、平成22年10月12日以

降は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）であり平成25年７月16日以降は東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）におけるものであります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成26年11月 12月 平成27年１月 ２月 ３月 ４月

最高(円) 64 53 48 44 45 66

最低(円) 45 43 42 39 42 42
 

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　男性７名　女性０名　（役員のうち女性の比率０％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役社長

(代表取締役)

執行役員
店舗運営
本部長

星　﨑　尚　彦 昭和41年10月27日生

平成元年４月三井物産㈱社入社

(注)3 ―

平成12年１月㈱フラージャコージャパン代表取締役就任

平成15年１月㈱ブルーノマリジャパン代表取締役就任

平成18年１月㈱バートンジャパン代表取締役就任

平成21年２月コンサルティング会社設立代表取締役就任

平成23年10月株式会社クレッジ代表取締役就任

平成25年６月
株式会社メガネスーパー執行役員副社長就

任

平成25年７月当社代表取締役社長（現任）

取締役 ― 束　原　俊　哉 昭和41年１月25日生

平成２年４月株式会社富士銀行入行

(注)3 ―

平成９年６月マッキンゼーアンドカンパニーインクジャ

パン入社

平成19年６月㈱アドバンテッジパートナーズ（現アドバ

ンテッジパートナーズ有限責任事業組合）

入社

平成23年10月㈱ダイアナ取締役就任

平成24年１月当社取締役就任

平成24年５月当社取締役執行役員（現任）

取締役 ― 小　坂　雄　介 昭和50年８月20日生

平成10年４月㈱日本興業銀行入行

(注)3 ―

平成15年３月㈱アドバンテッジパートナーズ（現アドバ

ンテッジパートナーズ有限責任事業組合）

入社

平成23年10月クラシエホールディングス㈱、クラシエ

ホームプロダクツ㈱、クラシエ製薬㈱、ク

ラシエフーズ㈱取締役就任

平成24年１月当社取締役就任

平成24年５月当社取締役執行役員（現任）

取締役 ― 永　露　英　郎 昭和45年５月８日生

平成５年４月マッキンゼーアンドカンパニーインクジャ

パン入社

(注)3 ―

平成10年５月㈱アドバンテッジパートナーズ（現アドバ

ンテッジパートナーズ有限責任事業組合）

入社

平成17年９月アドバンテッジパートナーズ有限責任事業

組合　シニアパートナー就任(現任）

平成19年１月㈱レインズインターナショナル取締役就任

平成24年１月当社取締役就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

監査役

（常勤）
― 吉　田　豊　稔 昭和22年12月21日生

昭和52年10月旧㈱メガネスーパー入社

(注)4
普通株式

17,880

平成４年４月旧㈱メガネスーパー営業部課長代理

平成10年４月旧㈱メガネスーパー流通部課長代理

平成11年５月旧㈱メガネスーパー流通部商品１課課長

平成14年10月当社株式公開準備室長

平成16年５月当社財務部株式課次長

平成17年５月当社株式部長

平成19年７月当社取締役就任

平成21年５月当社事業戦略部長

平成22年７月当社常勤監査役就任(現任)

監査役 ― 杉　﨑　　　茂 昭和23年７月17日生

昭和52年４月弁護士登録

(注)4
普通株式

43,200

平成５年４月横浜弁護士会副会長

平成13年12月厚木信用組合金融整理管財人

平成14年３月当社監査役就任(現任)

平成18年４月日本弁護士連合会副会長

監査役 ― 平　岡　久　夫 昭和21年11月13日生

昭和44年４月日興證券㈱入社

(注)4
普通株式

10,000

平成元年８月日興証券㈱証券開発部長

平成６年２月㈱日興リサーチセンター経済調査部長

平成９年６月日興證券投資信託委託㈱取締役調査本部長

平成11年４月日興アセットマネジメント㈱常務執行役員

平成13年３月㈱日興リサーチセンター取締役副理事長

平成16年10月日興ファイナンシャル・インテリジェンス

㈱副理事長

平成19年７月当社監査役就任(現任)

計
普通株式

71,080
 

(注) １　取締役永露英郎氏は、社外取締役であります。

　　 ２　監査役杉﨑 茂、平岡久夫氏は、社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成27年４月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年４月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

４　監査役の任期は、平成27年４月期に係る定時株主総会終結の時から平成31年４月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①企業統治の体制

　(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方)

当社は、常に株主の利益を考えた上で、充分なコーポレート・ガバナンスが実施できる体制を構築しておりま

す。当社のコーポレート・ガバナンスに関する考え方の基本は、経営の意思決定の迅速化と業務執行責任の明確化

であります。また、アカウンタビリティ（報告責任）とディスクロージャー（情報の適時・適切な開示）の周知徹

底を図るとともに投資家に対し、積極的なＩＲ活動を実施しております。

　当社の経営組織及びコーポレート・ガバナンス体制の組織図は次のとおりであります。

（企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由）

当社は、監査役制度を採用しております。監査役３名のうち２名は社外監査役であり、社外監査役は独立性と

専門性を重視して選任しております。その立場から監査及び監査機能が十分担保できると考えております。この

ことにより当社は、この制度を採用しております。

（会社の経営上の意思決定、内部統制システム及びリスク管理体制の状況）

当社では、取締役会は取締役４名（平成27年７月23日現在）で構成され、毎月１回原則として開催しており、

経営全般に関する最高意思決定機関として重要事項はすべて付議され、業績の進捗・業務の監督についても議論

し対策等が生じた場合、迅速に対応が図れる体制となっております。また、当社では監査役制度を採用してお

り、監査役は３名（平成27年７月23日現在）うち、社外監査役２名で構成され、取締役会にも全監査役が出席し

取締役の業務執行が適法かつ会社の業務運営に合致しているかについて監督を行っております。また、監査役会

は、定期的及び必要に応じて開催しており、法令、定款等に違反のないよう監視できる体制を実施しておりま

す。さらに会計監査においては、必要に応じ会計監査人と協議を行い社内チェック体制の強化を図っておりま

す。リスク管理体制としては、コンプライアンスについては「コンプライアンス委員会」を設置し、また平成17

年４月より施行された個人情報の取扱いについては、「個人情報保護委員会」を設置し必要に応じて顧問弁護士

並びにコンサルタント等のアドバイスを受けながら関連部署との連携を密にし、規則・規程の整備を行っており

ます。
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②内部監査及び監査役監査

当社の内部監査の組織は、内部監査室２名（平成27年７月23日現在）で構成されており、当社の財産保全及び

業務運営の実態を適正に調査するとともに、不正等の未然の防止、経営の合理化及び効率化を目的とした内部監

査を行っております。また、会計監査人及び監査役と相互連携しながら、適宜当社の内部統制の整備状況・運用

状況等を把握し、必要に応じて改善指導等を行っております。

　当社の監査役監査の組織は、社外監査役２名を含む監査役３名（平成27年７月23日現在）で構成されており、

取締役会には全監査役が出席し、その専門的知識や経験から、当社の経営を監視、監査しており、また、取締役

の職務執行を充分に監視できる体制をとっております。

　監査役会では、監査役相互の情報共有を図ることにより、監査機能の充実に努めております。また、監査役

は、定期的及び必要に応じて内部監査室・会計監査人から報告を受けるとともに意見交換を行い効果的かつ効率

的な監査の実施に役立てております。

 

③社外取締役・社外監査役

当社の社外取締役は１名であります。アドバンテッジパートナーズ投資有限責任事業組合から招聘され、事業

再生に関する経験とノウハウを有しており専門知識と見識から意見を述べております。また、社外監査役は２名

であります。うち１名につきましては弁護士の資格を保持しており、法務に関する相当程度の知見を有しており

ます。うち１名につきましては主に証券業界での豊富な経験を活かし経営に関する相当程度の知見を有しており

ます。

当社においては、社外取締役及び社外監査役を選任するための会社からの独立性に関する基準又は方針は定め

ていないものの社外取締役、社外監査役とも当社との間に特記すべき人的関係、資本的関係又は取引関係その他

の利害関係はありません。

また、社外監査役は取締役会の出席だけでなく、内部監査室及び会計監査人と年間予定、業績報告、監査結果

及び内部統制状況等の定期的な打合せを含め、必要に応じ随時情報の交換を行うことで相互の連携を高めており

ます。

 

④会計監査の状況

会計監査については監査法人よつば綜合事務所を選任しております。会社法監査及び金融商品取引法監査を受

けております。また、監査法人よつば綜合事務所は第三者として監査を実施し、当社は監査報告を受けておりま

す。

監査業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名は以下のとおりであります。

業務を執行した公認会計士の氏名 　　 所属する監査法人名

指定社員業務執行社員　神門　剛 監査法人よつば綜合事務所

指定社員業務執行社員　高屋友宏 監査法人よつば綜合事務所
 

　(注)１ 継続監査年数については全員７年以内であるため、記載を省略しております。

 ２ 同監査法人は、公認会計士法及び公認会計士協会の規則を満たした指定社員業務執行社員の交替制度を導入

しております。会計監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士６名、その他３名であります。
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⑤役員の報酬等

イ.役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額 報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役員

（千円） 基本報酬 賞与 退職慰労金 の員数（名）

 取締役（社外取締役を除く。） 42,480 42,480 ― ― 2

 監査役（社外監査役を除く。） 6,000 6,000 ― ― 1

 社外役員 7,200 7,200 ― ― 2
 

ロ.役員ごとの報酬等の総額等

　　 報酬額等の総額が100百万円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ハ.役員の報酬等の額の決定に関する基本方針

当社は、役員及び監査役の報酬等の額の決定に関する方針を定めており、その内容は次のとおりであります。

　取締役及び監査役の報酬額等は、株主総会で承認された報酬総額の範囲内で世間水準及び従業員給与との均衡

を考慮して決定しております。

(注)報酬限度額

　　　取締役:年額520,000千円以内(平成15年７月25日開催第27期定時株主総会で決議)

　　　監査役:年額25,000千円以内(平成15年７月25日開催第27期定時株主総会で決議)

 

⑥株式の保有状況

イ.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　　銘柄数　　　　　　２銘柄

　　貸借対照表計上額の合計額　18,215千円

ロ.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

　　　（前事業年度）

　　　　　特定投資株式

銘柄
株式数 貸借対照表計上額

保有目的
（株） （千円）

㈱みずほフィナンシャルグループ 55,600 11,120 　取引先との関係強化

スルガ銀行㈱ 3,465 6,070 　取引先との関係強化
 

 

　　　（当事業年度）

　　　　　特定投資株式

銘柄
株式数 貸借対照表計上額

保有目的
（株） （千円）

㈱みずほフィナンシャルグループ 55,600 12,715 　取引先との関係強化
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⑦取締役会で決議できる株主総会決議事項

 イ.自己株式の取得

当社は取締役会の決議により、会社法第165条第２項の規定に基づき市場取引等により自己株式を取得できる旨

を定款で定めております。

これは、機動的な資本政策を遂行するためのものであります。

 ロ.剰余金の配当

剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総

会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役会の

権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

 

⑧取締役の定数

　　当社の取締役は、14名以内とする旨を定款で定めております。

 

⑨取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨を定款で定めております。

 

⑩株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、

議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上

をもって決議を行う旨を定款で定めております。

 

⑪種類株式の発行

当社は、種類株式発行会社であって、株式ごとに異なる数の単元株式数を定めており、普通株式の単元株式数

は100株としておりますが、Ａ種優先株式及びＢ種優先株式並びにＣ種優先株式は法令に別段の定めのある場合を

除き、株主総会において議決権を有しないため、単元株式数は１株としております。また、Ａ種劣後株式及びＢ

種劣後株式は剰余金の配当は行わず、残余財産の分配においても普通株式、Ａ種優先株式及びＢ種優先株式より

劣後しており、株主総会において議決権を有しているため、単元株式数は100株としております。

普通株式は、株主としての権利内容に制限のない株式でありますが、Ａ種優先株主及びＢ種優先株主並びにＣ

種優先株式は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会において議決権を有しておりません。これは、Ａ

種優先株式及びＢ種優先株式並びにＣ種優先株式を配当金や残余財産の分配について優先権を持つ代わり議決権

がない内容としたものであります。

また、Ａ種劣後株主及びＢ種劣後株主は、株主総会において議決権を有しております。これは、Ａ種劣後株式

及びＢ種劣後株式を配当金や残余財産の分配について普通株式、Ａ種優先株式及びＢ種優先株式並びにＣ種優先

株式より劣後しているため議決権がある内容としたものであります。

なお、詳細につきましては、「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(１)株式の総数等　②発行済株

式」の記載をご参照下さい。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

24,000 ― 24,000 ―
 

 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に基づいて

作成しております。

　　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成26年５月１日から平成27年４月30日ま

で）の財務諸表について、監査法人よつば綜合事務所により監査を受けております。

 

３　連結財務諸表について

連結財務諸表の用語、株式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状

況、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性に乏しいものとして、

連結財務諸表は作成しておりません。

 

４　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

会計基準等の内容を適切に把握し、会計基準の変更等について的確に対応することができる様、セミナーへ参加す

る等、体制の整備に努めております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

該当事項はありません。

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】
           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年４月30日)
当事業年度

(平成27年４月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 ※１  1,701,889 ※１  1,336,485

  売掛金 462,900 498,511

  商品 ※１  2,487,660 2,696,580

  貯蔵品 34,578 30,820

  前渡金 5,642 673

  前払費用 326,525 261,435

  未収入金 52,249 252,632

  その他 16,728 13,295

  貸倒引当金 △624 △952

  流動資産合計 5,087,550 5,089,482

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 ※１  5,728,214 ※１  4,894,139

    減価償却累計額 △4,358,617 △3,721,191

    建物（純額） ※１  1,369,596 ※１  1,172,948

   構築物 771,468 720,177

    減価償却累計額 △600,257 △579,714

    構築物（純額） 171,210 140,462

   車両運搬具 18,915 －

    減価償却累計額 △18,433 －

    車両運搬具（純額） 482 －

   工具、器具及び備品 2,246,643 1,932,550

    減価償却累計額 △2,122,734 △1,799,362

    工具、器具及び備品（純額） 123,909 133,188

   土地 ※１  1,185,114 ※１  1,124,214

   建設仮勘定 2,730 43,249

   有形固定資産合計 2,853,043 2,614,062

  無形固定資産   

   商標権 14,112 15,328

   ソフトウエア 129,439 154,498

   電話加入権 35,475 35,475

   その他 5,227 5,227

   無形固定資産合計 184,254 210,530

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※１  36,962 ※１  32,559

   関係会社株式 354 354

   出資金 929 779

   長期前払費用 116,514 110,787

   長期未収入金 129,693 128,301

   敷金及び保証金 ※１  4,120,521 ※１  2,910,313

   その他 28,650 27,790

   貸倒引当金 △89,149 △89,147

   投資その他の資産合計 4,344,476 3,121,737

  固定資産合計 7,381,775 5,946,331

 資産合計 12,469,325 11,035,813
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年４月30日)
当事業年度

(平成27年４月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 902,095 487,021

  営業外支払手形 131,957 111,190

  買掛金 962,661 942,714

  関係会社短期借入金 ※１  58,117 －

  1年内返済予定の長期借入金 － ※１  98,538

  未払金 202,834 216,870

  未払費用 557,847 397,675

  未払法人税等 150,998 144,246

  前受金 117,461 171,722

  預り金 17,356 15,598

  前受収益 1,860 1,978

  その他 ※１  3,541 ※１  182,090

  流動負債合計 3,106,731 2,769,646

 固定負債   

  長期借入金 ※１  7,896,443 ※１  7,797,904

  退職給付引当金 1,198,298 1,347,747

  長期預り保証金 50,057 12,760

  その他 123,998 77,080

  固定負債合計 9,268,799 9,235,493

 負債合計 12,375,530 12,005,140

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,068,455 230,002

  新株式申込証拠金 ※２  800,000 －

  資本剰余金   

   資本準備金 2,018,455 365,010

   その他資本剰余金 188,306 －

   資本剰余金合計 2,206,761 365,010

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 △4,920,207 △1,516,626

   利益剰余金合計 △4,920,207 △1,516,626

  自己株式 △66,823 △66,838

  株主資本合計 88,184 △988,451

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 5,609 3,358

  評価・換算差額等合計 5,609 3,358

 新株予約権 － 15,766

 純資産合計 93,794 △969,326

負債純資産合計 12,469,325 11,035,813
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②【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成25年５月１日
　至 平成26年４月30日)

当事業年度
(自 平成26年５月１日
　至 平成27年４月30日)

売上高   

 商品売上高 14,911,237 14,291,174

 売上高合計 14,911,237 14,291,174

売上原価   

 商品期首たな卸高 2,423,850 2,487,660

 当期商品仕入高 5,369,825 4,910,851

 合計 7,793,675 7,398,512

 商品期末たな卸高 2,487,660 2,696,580

 売上原価合計 ※１  5,306,014 ※１  4,701,932

売上総利益 9,605,222 9,589,242

販売費及び一般管理費   

 広告宣伝費 1,104,319 487,679

 役員報酬 53,513 55,680

 給料及び手当 3,250,552 2,997,913

 退職給付費用 181,587 188,472

 法定福利費 544,769 531,638

 地代家賃 2,975,551 2,694,795

 リース料 15,406 22,483

 減価償却費 231,026 236,853

 支払報酬 732,162 381,681

 水道光熱費 370,626 329,594

 その他 2,270,690 2,473,019

 販売費及び一般管理費合計 11,730,206 10,399,811

営業損失（△） △2,124,983 △810,568

営業外収益   

 受取利息 2,638 2,165

 受取配当金 674 714

 受取家賃 2,465 2,067

 集中加工室管理収入 60,094 46,856

 協賛金収入 947 925

 事務受託収入 491 448

 その他 18,865 16,434

 営業外収益合計 86,176 69,612

営業外費用   

 支払利息 245,581 86,555

 地代家賃 9,100 93,830

 株式交付費 6,671 12,752

 新株予約権発行費 116,314 6,211

 その他 34,400 47,572

 営業外費用合計 412,068 246,922

経常損失（△） △2,450,874 △987,878
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           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成25年５月１日
　至 平成26年４月30日)

当事業年度
(自 平成26年５月１日
　至 平成27年４月30日)

特別利益   

 固定資産売却益 ※２  1,941 ※２  20,669

 店舗構造改革費用戻入益 277 －

 投資有価証券売却益 － 5,994

 その他 － 2,101

 特別利益合計 2,219 28,764

特別損失   

 固定資産除却損 ※３  46,482 ※３  89,286

 店舗構造改革費用 － ※４  259,038

 事業構造改革費用 ※５  7,115 ※５  5,032

 店舗閉鎖損失 ※６  7,846 ※６  5,660

 その他 2,944 55,979

 特別損失合計 64,389 414,997

税引前当期純損失（△） △2,513,044 △1,374,111

法人税、住民税及び事業税 114,460 113,129

法人税等合計 114,460 113,129

当期純損失（△） △2,627,504 △1,487,240
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成25年５月１日 至 平成26年４月30日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金
新株式申込

証拠金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 50,000 ― ― 188,306 188,306 ― ― △2,292,702 △2,292,702

会計方針の変更に

よる累積的影響額
         

会計方針の変更を反

映した当期首残高
50,000 ― ― 188,306 188,306 ― ― △2,292,702 △2,292,702

当期変動額          

新株の発行 2,018,455  2,018,455  2,018,455     

新株式申込証拠金

の払込
 800,000        

資本金から剰余金

への振替
         

準備金から剰余金

への振替
         

欠損填補          

当期純損失（△）        △2,627,504 △2,627,504

自己株式の取得          

株主資本以外の項

目 の 当 期 変 動 額

（純額）

         

当期変動額合計 2,018,455 800,000 2,018,455 ― 2,018,455 ― ― △2,627,504 △2,627,504

当期末残高 2,068,455 800,000 2,018,455 188,306 2,206,761 ― ― △4,920,207 △4,920,207
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価

証券評価差

額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △66,807 △2,121,204 5,986 5,986 ― △2,115,218

会計方針の変更に

よる累積的影響額
     ―

会計方針の変更を反

映した当期首残高
△66,807 △2,121,204 5,986 5,986 ― △2,115,218

当期変動額       

新株の発行  4,036,910    4,036,910

新株式申込証拠金

の払込
 800,000    800,000

資本金から剰余金

への振替
     ―

準備金から剰余金

への振替
     ―

欠損填補      ―

当期純損失（△）  △2,627,504    △2,627,504

自己株式の取得 △15 △15    △15

株主資本以外の項

目 の 当 期 変 動 額

（純額）

  △376 △376 ― △376

当期変動額合計 △15 2,209,390 △376 △376 ― 2,209,013

当期末残高 △66,823 88,184 5,609 5,609 ― 93,794
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 当事業年度(自 平成26年５月１日 至 平成27年４月30日)

 

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金
新株式申込

証拠金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰

余金
資本剰余金合計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 2,068,455 800,000 2,018,455 188,306 2,206,761 ― ― △4,920,207 △4,920,207

会計方針の変更

による累積的影

響額

       △29,386 △29,386

会計方針の変更を

反映した当期首残

高

2,068,455 800,000 2,018,455 188,306 2,206,761 ― ― △4,949,593 △4,949,593

当期変動額          

新株の発行 620,002 △800,000 620,002  620,002     

新株式申込証拠

金の払込
         

資本金から剰余

金への振替
△2,458,455   2,458,455 2,458,455     

準備金から剰余

金への振替
  △2,273,446 2,273,446      

欠損填補    △4,920,207 △4,920,207   4,920,207 4,920,207

当 期 純 損 失

（△）
       △1,487,240 △1,487,240

自己株式の取得          

株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額）

         

当期変動額合計 △1,838,452 △800,000 △1,653,444 △188,306 △1,841,750 ― ― 3,432,967 3,432,967

当期末残高 230,002 ― 365,010 ― 365,010 ― ― △1,516,626 △1,516,626
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価

証券評価差

額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △66,823 88,184 5,609 5,609 ― 93,794

会計方針の変更に

よる累積的影響額
 △29,386    △29,386

会計方針の変更を反

映した当期首残高
△66,823 58,798 5,609 5,609 ― 64,408

当期変動額       

新株の発行  440,004    440,004

新株式申込証拠金

の払込
     ―

資本金から剰余金

への振替
     ―

準備金から剰余金

への振替
     ―

欠損填補      ―

当期純損失（△）  △1,487,240    △1,487,240

自己株式の取得 △14 △14    △14

株主資本以外の項

目の当期変動額

（純額）

  △2,251 △2,251 15,766 13,515

当期変動額合計 △14 △1,047,250 △2,251 △2,251 15,766 △1,033,735

当期末残高 △66,838 △988,451 3,358 3,358 15,766 △969,326
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④【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成25年５月１日
 至 平成26年４月30日)

当事業年度
(自 平成26年５月１日
 至 平成27年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純損失（△） △2,513,044 △1,374,111

 減価償却費 274,788 285,935

 長期前払費用償却額 42,334 46,595

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 78,579 120,062

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,441 327

 受取利息 △2,638 △2,165

 受取配当金 △674 △714

 支払利息 245,581 86,555

 新株予約権発行費 116,314 6,211

 株式交付費 6,671 12,752

 固定資産売却益 △1,941 △20,669

 店舗構造改革費用戻入益 △277 ―

 投資有価証券売却益 ― △5,994

 固定資産除却損 46,482 89,286

 店舗構造改革費用 ― 259,038

 店舗閉鎖損失 7,846 5,660

 事業構造改革費用 7,115 5,032

 売上債権の増減額（△は増加） △496 △35,611

 たな卸資産の増減額（△は増加） △79,426 △204,169

 仕入債務の増減額（△は減少） 26,252 △435,020

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 49,662 84,572

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △128,964 △210,893

 その他の固定負債の増減額（△は減少） △2,300 ―

 その他 77,371 343,397

 小計 △1,754,204 △943,922

 利息及び配当金の受取額 878 958

 利息の支払額 △68,346 △89,793

 法人税等の支払額 △123,046 △113,940

 法人税等の還付額 103 115

 営業活動によるキャッシュ・フロー △1,944,615 △1,146,583

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △479,135 △276,315

 有形固定資産の売却による収入 11,235 97,829

 無形固定資産の取得による支出 △50,349 △37,799

 敷金及び保証金の差入による支出 △47,902 △127,355

 敷金及び保証金の回収による収入 764,158 836,327

 長期前払費用の取得による支出 △72,450 △48,099

 その他 748 △30,390

 投資活動によるキャッシュ・フロー 126,305 414,196
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           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成25年５月１日
 至 平成26年４月30日)

当事業年度
(自 平成26年５月１日
 至 平成27年４月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 1,144,000 ―

 短期借入金の返済による支出 △637,000 △58,117

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △5,507 ―

 新株式申込証拠金の払込による収入 800,000 ―

 株式の発行による収入 1,726,787 422,536

 その他 △15 △14

 財務活動によるキャッシュ・フロー 3,028,264 364,403

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,209,955 △367,983

現金及び現金同等物の期首残高 491,934 1,701,889

現金及び現金同等物の期末残高 ※  1,701,889 ※  1,333,906
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する注記)

　　　該当事項はありません。

 

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

①満期保有目的の債券

償却原価法（利息法）

②その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定)

 

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

①商品

総平均法による原価法

②貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

 

３　固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっております。ただし、平成10年４月以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については定額法

によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　15年～45年

構築物　　　　　　　　15年

車輌運搬具　　　　　　４年

工具、器具及び備品　　８年

②無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間(５年)に基づく定額法によってお

ります。

③長期前払費用

定額法によっております。

 

４　繰延資産の処理方法

　株式交付費及び新株予約権発行費

発生時に全額費用処理しております。

 

５　引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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②退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度において発

生していると認められる額を計上しております。

（１）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。

（２）数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

 

６　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許資金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

７　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

 

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて

当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を割引率決定の基礎とな

る債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から、退職給付の支払見込期

間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当事業年度の

期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。　

この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が29,386千円増加し、利益剰余金が29,386千円減少しております。

この変更による当事業年度の営業損失、経常損失、税引前当期純損失に与える影響は軽微であります。

 
(表示方法の変更）

前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「地代家賃」は、営業外費用の100分の10を超えた

ため、当事業年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務

諸表の組替えを行なっております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた43,500千円は、「地代

家賃」9,100千円、「その他」34,400千円として組み替えております。
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(貸借対照表関係)

※１　担保資産及び担保付債務

　　担保に供されている資産及び担保付債務は以下のとおりであります。

　担保に供されている資産

 
前事業年度

(平成26年４月30日)
当事業年度

(平成27年４月30日)

現金及び預金（定期預金） 222,701千円 371,915千円

商品 2,487,660千円 －千円

建物 374,092千円 338,099千円

土地 1,184,476千円 1,123,576千円

敷金及び保証金 1,163,418千円 1,023,518千円

　計 5,432,349千円 2,857,108千円
 

 

　担保付債務

 
前事業年度

(平成26年４月30日)
当事業年度

(平成27年４月30日)

関係会社短期借入金 58,117千円 －千円

１年以内返済予定の長期借入金 －千円 98,538千円

長期借入金 7,896,443千円 7,797,904千円

　計 7,954,560千円 7,896,442千円
 

上記担保のほか、前事業年度は、投資有価証券12,925千円を商品券（3,541千円、流動負債「その他」に含め表

示。）発行保全のため、また、当事業年度は、投資有価証券12,956千円を商品券（620千円、流動負債「その他」

に含め表示。）発行保全のため、横浜地方法務局小田原支局に供託しております。　

 

※２　新株式申込証拠金

前事業年度（平成26年４月30日）

株式の発行数　　　　　　　　　　　　 　　　320株

資本金増加の日　　　　　　　　　平成26年５月６日

資本準備金に繰入れる予定の金額　　 　400,000千円

 
当事業年度（平成27年４月30日）

　　　　該当事項はありません。
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(損益計算書関係)

※１　期末商品たな卸資産高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

 
前事業年度

(自 平成25年５月１日
至 平成26年４月30日)

当事業年度
(自 平成26年５月１日
至 平成27年４月30日)

売上原価 93,296千円 104,023千円
 

 

※２　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成25年５月１日
至 平成26年４月30日)

当事業年度
(自 平成26年５月１日
至 平成27年４月30日)

建物及び土地 1,941千円 20,669千円
 

 

※３　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成25年５月１日
至 平成26年４月30日)

当事業年度
(自 平成26年５月１日
至 平成27年４月30日)

建物 22,477千円 72,882千円

構築物 10,655千円 8,608千円

工具、器具及び備品 13,349千円 7,795千円

 計 46,482千円 89,286千円
 

 

※４　店舗構造改革費用の内容は、店舗リストラに伴う、閉鎖決定店舗の固定資産除却損相当額であります。

 
※５　事業構造改革費用の内容は、新「事業計画」の立案及び遂行のための、プロジェクト費用であります。

 

※６　店舗閉鎖損失の内容は、店舗閉鎖に伴う更新料・礼金等の償却であります。
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(株主資本等変動計算書関係)

 

前事業年度(自　平成25年５月１日　至　平成26年４月30日)

 

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 13,790,880 41,771,545 ― 55,562,425

Ａ種優先株式(株) 800 ― ― 800

Ｂ種優先株式(株) 1 ― ― 1

Ａ種劣後株式(株) 30,318,181 ― ― 30,318,181

Ｂ種劣後株式(株) 4,419,022 69,498,039 4,419,022 69,498,039
 

　（変動事由の概要）

　普通株式の増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　Ｂ種劣後株式の普通株式転換による増加　　　　　　　　　4,419,022株

　　第５回新株予約権の行使による増加　　　　　　　　　　 12,071,461株

　　第６回新株予約権の行使による増加　　　　　　　　　　　3,595,400株

　　第７回新株予約権の行使による増加　　　　　 　　　　　21,685,662株

　Ｂ種劣後株式の増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　新株予約権付ローンに係る新株予約権の行使による増加　　4,162,500株

　　第三者割当による新株式の募集による増加　　 　　　　　65,335,539株

　Ｂ種劣後株式の減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　Ｂ種劣後株式の普通株式転換による減少　　　　　　　　　4,419,022株

 
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 102,979 220 ― 103,199
 

　
(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取請求による増加　　220株

 

３　新株予約権等に関する事項

　　　　該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

（1）配当金支払額

　　　　　　 該当事項はありません。

 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　　　　　　 該当事項はありません。
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当事業年度(自　平成26年５月１日　至　平成27年４月30日)

 

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 55,562,425 10,000,000 ― 65,562,425

Ａ種優先株式(株) 800 ― ― 800

Ｂ種優先株式(株) 1 ― ― 1

Ｃ種優先株式(株) ― 320 ― 320

Ａ種劣後株式(株) 30,318,181 ― ― 30,318,181

Ｂ種劣後株式(株) 69,498,039 ― ― 69,498,039
 

　（変動事由の概要）

　　普通株式の増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　第８回新株予約権の行使による増加　　　　　 　　　　　10,000,000株

　 Ｃ種優先株式の増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　第三者割当による新株の発行による増加　　　　　　　　　　　　320株

 
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 103,199 252 ― 103,451
 

　
(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取請求による増加　252株

 

 
３　新株予約権等に関する事項

内訳
目的となる株
式の種類

目的となる株式の数（株） 当事業
年度末残高
（千円）

当事業
年度期首

増加 減少
当事業
年度末

平成26年ストック・オプ
ションとしての新株予約権

― ― ― ― ― 15,766

合計 ― ― ― ― 15,766
 

 （注）平成26年ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

 

４　配当に関する事項

（1）配当金支払額

　　　　　　 該当事項はありません。

 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　　　　　　 該当事項はありません。
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

(自 平成25年５月１日
至 平成26年４月30日)

当事業年度
(自 平成26年５月１日
至 平成27年４月30日)

現金及び預金 1,701,889千円 1,336,485千円

預入期間が３か月を超える定期預
金

－千円 △2,579千円

現金及び現金同等物 1,701,889千円 1,333,906千円
 

 

　２　重要な非資金取引の内容

債務の株式化（デット・エクイティ・スワップ）

 
前事業年度

(自 平成25年５月１日
至 平成26年４月30日)

当事業年度
(自 平成26年５月１日
至 平成27年４月30日)

関係会社借入金減少額 1,960,066千円 －千円

資本金増加額 980,033千円 －千円

資本準備金増加額 980,033千円 －千円
 

 

新株予約権付ローン（株主、役員に対する長期借入金）に付された新株予約権の権利行使

 
前事業年度

(自 平成25年５月１日
至 平成26年４月30日)

当事業年度
(自 平成26年５月１日
至 平成27年４月30日)

株主、役員に対する

長期借入金減少額
266,400千円 －千円

資本増加額 133,200千円 －千円

資本準備金増加額 133,200千円 －千円
 

 

(リース取引関係)

　　ファイナンス・リース取引

　　 該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社メガネスーパー(E03433)

有価証券報告書

70/98



 

(金融商品関係)

　１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で運用しており、投機的な取引は行わない方針で

あります。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　店舗等の賃貸借契約に基づく敷金及び保証金は、預託先の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市

場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　法人税、住民税及び事業税の未払額である未払法人税等は、そのほぼ全てが３ヶ月以内に納付期限が到来する

ものであります。

　借入金は、主に運転資金及び設備投資資金として調達したものであります。このうち一部は、変動金利である

ため金利の変動リスクに晒されております。

　

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、販売管理規程等に従い、営業債権、敷金及び保証金について、各管理部署が主要な相手先の状況を

定期的にモニタリングし、相手先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸

念の早期把握や軽減を図る等の方法により、信用リスクを管理しております。

　満期保有目的の債券は、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社は、投資有価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企業）等の財務状況等を把握し、満期保有

目的の債券以外のものは、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直す等の方法により、

市場価格の変動リスクを管理しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、営業債務等について、財務グループが適時に資金繰計画を作成・更新する等の方法により、流動性

リスクを管理しております。

　

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。
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　２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極

めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注2）を参照）。

 

前事業年度(平成26年４月30日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 
貸借対照表計上額 時価 差額

 (１)現金及び預金 1,701,889 1,701,889 ―

 (２)売掛金 462,900 462,900 ―

 (３)未収入金 52,249 52,249 ―

 (４)投資有価証券    
　 ①満期保有目的の債券 12,925 12,925 ―

　 ②その他有価証券 18,536 18,536 ―

 (５)長期未収入金 129,693   
　　 貸倒引当金(※) △77,584   
　　 長期未収入金(純額) 52,108 51,816 △292

 (６)敷金及び保証金 1,224,671 1,139,120 △85,551

資産計 3,525,282 3,439,438 △85,844

 (１)支払手形 902,095 902,095 ―

 (２)営業外支払手形 131,957 131,957 ―

 (３)買掛金 962,661 962,661 ―

 (４)関係会社短期借入金 58,117 58,117 ―

（５)１年以内返済予定の長期借入金 ― ― ―

 (６)未払金 202,834 202,834 ―

 (７)未払費用 557,847 557,847 ―

 (８)未払法人税等 150,998 150,998 ―

（９)前受金 117,461 117,461 ―

 (10)長期借入金 7,896,443 7,908,099 11,656

負債計 10,980,416 10,992,072 11,656
 

（※）長期未収入金に対応する個別引当金を控除しております。

 

当事業年度(平成27年４月30日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 
貸借対照表計上額 時価 差額

 (１)現金及び預金 1,336,485 1,336,485 ―

 (２)売掛金 498,511 498,511 ―

 (３)未収入金 252,632 252,632　 ―

 (４)投資有価証券    
　 ①満期保有目的の債券 12,956 12,956 ―

　 ②その他有価証券 14,103 14,103 ―

 (５)長期未収入金 128,301   
　　 貸倒引当金(※) △77,584   
　　 長期未収入金(純額) 50,717 50,573 △144

 (６)敷金及び保証金 566,199 541,354 △24,844

資産計 2,731,606 2,706,617 △24,989

 (１)支払手形 487,021 487,021 ―

 (２)営業外支払手形 111,190 111,190 ―

 (３)買掛金 942,714 942,714 ―

 (４)関係会社短期借入金 ― ― ―

（５)１年以内返済予定の長期借入金 98,538 98,538 ―

 (６)未払金 216,870 216,870 ―

 (７)未払費用 397,675　 397,675 ―

 (８)未払法人税等 144,246 144,246 ―

（９)前受金 171,722 171,716 △6

 (10)長期借入金 7,797,904 7,707,829 △90,075

負債計 10,367,884 10,277,802 △90,082
 

（※）長期未収入金に対応する個別引当金を控除しております。
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（注1）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

　資　産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金、(3) 未収入金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4) 投資有価証券

時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格

によっております。

(5) 長期未収入金

時価の算定は、回収予定時期を合理的に見積った期間に応じたリスクフリーレートで割り引いた現在価値に

よっております。

(6) 敷金及び保証金

時価の算定は、返還予定時期を合理的に見積った期間に応じたリスクフリーレートで割り引いた現在価値に

よっております。

　負　債

(1) 支払手形、(2)営業外支払手形、(3) 買掛金、(4) 関係会社短期借入金、(5）１年以内返済予定の長期借入金

(6) 未払金、(7) 未払費用、（8）未払法人税等

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(9）前受金

時価の算定は、取崩の時期を合理的に見積った期間に応じたリスクフリーレートで割り引いた現在価値によっ

ております。

(10) 長期借入金

時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値

により算定しております。

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分 平成26年４月30日 平成27年４月30日

 非上場株式（※1） 5,500 5,500

 敷金及び保証金（※2） 2,895,850 2,344,113

 長期預り保証金（※3） 50,057 12,760
 

※１　非上場株式については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、「(4)投資有価証券」には含めておりません。

※２　敷金及び保証金については、返還予定時期を合理的に見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と

認められるため、時価評価は行っておりません。

※３ 長期預り保証金については、償還時期を合理的に見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認め

られるため、時価評価は行っておりません。
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（注3）金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

 

前事業年度(平成26年４月30日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 
１年以内

１年超 ５年超
10年超

 ５年以内 10年以内

 現金及び預金 1,701,889 ― ― ―

 売掛金 462,900 ― ― ―

 未収入金 52,249 ― ― ―

 長期未収入金 ― 50,719 1,389 ―

 敷金及び保証金 ― 1,224,671 ― ―

 投資有価証券     
   満期保有目的の債券（国債） ― 12,925 ― ―

   その他有価証券のうち満期があるもの ― ― ― ―

合計 2,217,039 1,288,317 1,389 ―
 

 

当事業年度(平成27年４月30日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 
１年以内

１年超 ５年超
10年超

 ５年以内 10年以内

 現金及び預金 1,336,485 ― ― ―

 売掛金 498,511 ― ― ―

 未収入金 252,632 ― ― ―

 長期未収入金 ― 41,023 9,694 ―

 敷金及び保証金 ― 566,199 ― ―

 投資有価証券     
   満期保有目的の債券（国債） ― 12,956 ― ―

   その他有価証券のうち満期があるもの ― ― ― ―

合計 2,087,629 620,179 9,694 ―
 

 

（注4）長期借入金の決算日後の返済予定額

 

　附属明細表「社債明細表」及び「借入金等明細表」をご参照下さい。
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(有価証券関係)

１　満期保有目的の債券

前事業年度(平成26年４月30日)

区分
貸借対照表日における
貸借対照表計上額

貸借対照表日
における時価

差額

（千円） （千円） （千円）

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

― ― ―

時価が貸借対照表計上額を
超えないもの

12,925 12,925 ―

合計 12,925 12,925 ―
 

 

当事業年度(平成27年４月30日)

区分
貸借対照表日における
貸借対照表計上額

貸借対照表日
における時価

差額

（千円） （千円） （千円）

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

― ― ―

時価が貸借対照表計上額を
超えないもの

12,956 12,956 ―

合計 12,956 12,956 ―
 

 

２　その他有価証券

前事業年度(平成26年４月30日)

区分 種類
貸借対照表日における
貸借対照表計上額

(千円)

取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 17,190 8,778 8,412

債券 ― ― ―

その他 1,346 1,169 177

小計 18,536 9,947 8,589

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 ― ― ―

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 18,536 9,947 8,589
 

（注）非上場株式（貸借対照表計上額 5,500千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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当事業年度(平成27年４月30日)

区分 種類
貸借対照表日における
貸借対照表計上額

(千円)

取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 12,715 7,839 4,876

債券 ― ― ―

その他 1,387 1,169 218

小計 14,103 9,008 5,094

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 ― ― ―

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 14,103 9,008 5,094
 

（注）非上場株式（貸借対照表計上額 5,500千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

３　事業年度中に売却したその他有価証券

前事業年度（自　平成25年５月１日　至　平成26年４月30日）

該当事項はありません。

 
当事業年度（自　平成26年５月１日　至　平成27年４月30日）

区分 売却額（千円） 売却益の合計（千円）

株式 6,932 5,994

合計 6,932 5,994
 

 

(デリバティブ取引関係)

　　　該当事項はありません。

 

(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

　　当社は、退職一時金制度を採用しております。

 
２．確定給付制度

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前事業年度

（自　平成25年５月１日
　 至　平成26年４月30日）

当事業年度
（自　平成26年５月１日

　　至　平成27年４月30日）

退職給付債務の期首残高 1,298,256千円 1,292,654千円

　会計方針の変更による累積的影響額 ― 千円 29,386千円

会計方針の変更を反映した期首残高 1,298,256千円 1,322,040千円

　勤務費用 89,673千円 88,345千円

　利息費用 11,684千円 8,858千円

　数理計算上の差異の発生額 △3,950千円 46,700千円

　退職給付の支払額 △103,009千円 △68,409千円

退職給付債務の期末残高 1,292,654千円 1,397,534千円
 

 
（２）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表
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前事業年度

　（平成26年４月30日）
当事業年度

（平成27年４月30日）

積立型制度の退職給付債務 ― 千円 ― 千円

年金資産 ― 千円 ― 千円

 ― 千円 ― 千円

非積立型制度の退職給付債務 1,292,654千円 1,397,534千円

未積立退職給付債務 1,292,654千円 1,397,534千円

未認識数理計算上の差異 △94,355千円 △49,786千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,198,298千円 1,347,747千円
 

 
退職給付引当金 1,198,298千円 1,347,747千円

前払年金費用 ― 千円 ― 千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,198,298千円 1,347,747千円
 

 
（３）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前事業年度

（自　平成25年５月１日
　 至　平成26年４月30日）

当事業年度
（自　平成26年５月１日

　　至　平成27年４月30日）

勤務費用 89,673千円 88,345千円

利息費用 11,684千円 8,858千円

数理計算上の差異の費用処理額 80,231千円 91,269千円

確定給付制度に係る退職給付費用 181,587千円 188,472千円
 

 
（４）数理計算上の計算基礎に関する事項

　　　主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

 
前事業年度

（自　平成25年５月１日
　 至　平成26年４月30日）

当事業年度
（自　平成26年５月１日

　　至　平成27年４月30日）

割引率 0.9％ 0.7％
 

 
(ストック・オプション等関係)

１．ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名

 前事業年度 当事業年度

販売費及び一般管理費の株式報酬費用 ― 千円 15,766千円
 

 
２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（１）ストック・オプションの内容

決議年月日 平成26年11月17日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　　　229名

株式の種類及び付与数（注） 普通株式　3,249,000株

付与日 平成26年12月２日

権利確定条件
権利確定条件は付されておりません。細目については当社と付
与対象者の間で締結する「新株予約権割当契約」に定めており
ます。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
自　平成29年11月17日
至　平成36年11月16日

 

（注）株式数に換算して記載しております。

 
（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況
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当事業年度（平成27年４月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの

数については、株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

決議年月日 平成26年11月17日

権利確定前（株）  

　　前会計年度末 ―

　　付与 3,249,000

　　失効 45,000

　　権利確定 ―

　　未確定残 3,204,000

権利確定後（株）  

　　前会計年度末 ―

　　権利確定 ―

　　権利行使 ―

　　失効 ―

　　未行使残 ―
 

 

②単価情報

決議年月日 平成26年11月17日

権利行使価格（円） 5,300

行使時平均株価（円） ―

付与日における公正な評価単価（円） 3,543
 

 

３．当事業年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

（１）使用した評価技法　　ブラック・ショールズ式

（２）主な基礎数値及びその見積方法

株価変動性　　　　　　　（注）１ 81.24％

予想残存期間　　　　　　（注）２ 6.5年

予想配当　　　　　　　　（注）３ ０円/株

無リスク利子率　　　　　（注）４ 0.146％
 

（注）１．6.5年（平成20年６月18日から平成26年12月２日まで）の週次株価終値に基づき算定しております。

　　　２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使さ

れるものと推定して見積もっております。

３．平成25年４月期中間及び平成25年４月期末の配当実績によっております。

４．予想残存期間に対応する国債の利回りであります。

 
４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方法を採用して

おります。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成26年４月30日)
当事業年度

(平成27年４月30日)

(繰延税金資産)   

貸倒引当金 31,714千円 28,506千円

退職給付引当金 426,594千円 431,279千円

減損損失等 563,427千円 419,073千円

ゴルフ会員権評価損 26,276千円 23,619千円

資産除去債務 40,723千円 36,370千円

棚卸資産評価引当金 102,977千円 111,999千円

繰越欠損金 6,419,947千円 6,207,744千円

その他 64,550千円 58,921千円

繰延税金資産小計 7,676,211千円 7,317,545千円

評価性引当額 △7,676,211千円 △7,317,545千円

繰延税金資産合計 ― 千円 ― 千円
 

 

(繰延税金負債)   

その他有価証券評価差額金 △3,101千円 △1,668千円

繰延税金負債合計 △3,101千円 △1,668千円

繰延税金負債の純額 △3,101千円 △1,668千円
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　税引前当期純損失のため、注記を省略しております。
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(賃貸等不動産関係)

当社は、神奈川県小田原市及びその他の地域において、将来の使用が見込まれていない遊休不動産を保有してお

ります。

これら賃貸等不動産に関する貸借対照表計上額、期中増減額及び決算日における時価は次のとおりであります。

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自 平成25年５月１日
至 平成26年４月30日)

当事業年度
(自 平成26年５月１日
至 平成27年４月30日)

貸借対照表計上額

期首残高 408,858 536,293

期中増減額 127,435 △84,244

期末残高 536,293 452,048

期末時価 492,895 422,769
 

(注) １  貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２ 期中増減額のうち、前事業年度の主な増加は、新たに遊休資産に区分された資産の増加によるものでありま

す。当事業年度の主な減少は遊休資産の一部売却によるものであります。

３  時価の算定方法

主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含

む）であります。

 

(持分法損益等)

　　　 該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

　　　 該当事項はありません。

 

(資産除去債務関係)

当社は、営業拠点の不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務として認識し

ております。

　なお、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に関する敷金及び保証金の回収が最終的に見込めない

と認められる金額を合理的に見積り、そのうち当期の負担に属する金額を費用に計上する方法によっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、事業部門別セグメントから構成されており、「眼鏡等小売事業」及び「通販事業」の２つを報告セグメン

トとしております。

　「眼鏡等小売事業」は、フレーム・レンズ・メガネ備品・コンタクトレンズ・コンタクトレンズ備品・サングラ

ス・補聴器・補聴器付属品・化粧品・健康食品等の店舗における販売事業であります。

　「通販事業」は、インターネット上の眼鏡等の販売サイトであります。

 

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業部門別セグメントの会計処理は、財務諸表を作成するために採用される会計処理の原則及び手

続に準拠した方法であります。

 

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度(自 平成25年５月１日 至 平成26年４月30日)

    (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
(注１)

損益計算書
計上額
(注２)眼鏡等

小売事業
通販事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 14,758,967 152,270 14,911,237 ― 14,911,237

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 14,758,967 152,270 14,911,237 ― 14,911,237

セグメント利益又は損失(△) △2,087,711 16,241 △2,071,469 △53,513 △2,124,983
 

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額53,513千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、そ

の主な内容は役員報酬であります。

２．セグメント損失は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．報告セグメントごとの資産、負債及びその他の項目につきましては、経営資源の配分の決定及び業績を評

価するための対象とはしていないため、記載しておりません。
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当事業年度(自 平成26年５月１日 至 平成27年４月30日)

    (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
(注１)

損益計算書
計上額
(注２)眼鏡等

小売事業
通販事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 14,076,113 215,061 14,291,174 ― 14,291,174

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 14,076,113 215,061 14,291,174 ― 14,291,174

セグメント利益又は損失(△) △777,874 22,985 △754,888 △55,680 △810,568
 

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額55,680千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、そ

の主な内容は役員報酬であります。

２．セグメント損失は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．報告セグメントごとの資産、負債及びその他の項目につきましては、経営資源の配分の決定及び業績を評

価するための対象とはしていないため、記載しておりません。

 

【関連情報】

前事業年度(自 平成25年５月１日 至 平成26年４月30日)

１  製品及びサービスごとの情報

      (単位：千円)

 フレーム レンズ
コンタクト
レンズ

コンタクト
備品

その他 合計

外部顧客への売上高 4,322,887 4,835,158 4,125,497 84,227 1,543,467 14,911,237
 

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　　　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

　　　本邦以外の有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。
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当事業年度(自　平成26年５月１日　至　平成27年４月30日)

１  製品及びサービスごとの情報

      (単位：千円)

 フレーム レンズ
コンタクト
レンズ

コンタクト
備品

その他 合計

外部顧客への売上高 4,238,546 4,309,094 3,990,521 104,659 1,648,353 14,291,174
 

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　　　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

　　　本邦以外の有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　　　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　　　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　　　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

　１　関連当事者との取引

　 財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　　(ア)役員及び個人主要株主等

　　　該当事項はありません。

 

　　　(イ)親会社及び法人主要株主等

　　前事業年度（自　平成25年５月１日　至　平成26年４月30日）

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事
者との関

係
取引の内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

主要株主
（法人）

投資事業有
限責任組合
アドバン
テッジパー
トナーズIV
号・適格機
関投資家間
転売制限付
分除外少人
数投資家向

け

東京都港区虎
ノ門四丁目１
番28号

74,275,000 投資事業
（被所有）
直接13.03

主要株
主

新株式申込
証拠金の払

込
（注）

337,500 ― ―

 

 （注）平成26年４月21日開催の取締役会で決議された第三者割当増資に係る新株式申込証拠金の払込であります。　

 

　　当事業年度（自　平成26年５月１日　至　平成27年４月30日）

該当事項はありません。
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　　(ウ)子会社

　　前事業年度（自　平成25年５月１日　至　平成26年４月30日）

 

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事
者との関

係
取引の内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社

アイウエ
ア・ディベ
ロップメン
ト株式会社

東京都
港区虎ノ
門四丁目
１番28号

300
経営コンサ
ルティング

業

(所有)
直接60.00

資金の借
入（注1）

資金の借入 1,330,124

関係会社
短期借入

金
58,117

資金の返済 637,000

利息の支払 176,937 ― ― 

 

　（注１）　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　 １. 金銭消費貸借基本契約書に基づく資金の借入であります。

 　　　　　２．借入金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。　　

（注２）　取引金額には消費税等を含めておりません。　　

 

　　　当事業年度（自　平成26年５月１日　至　平成27年４月30日）

 

種類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事
者との関

係
取引の内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社

アイウエ
ア・ディベ
ロップメン
ト株式会社

東京都
港区虎ノ
門四丁目
１番28号

300
経営コンサ
ルティング

業

(所有)
直接60.00

資金の借
入（注1）

資金の返済 58,117 ― ―

利息の支払 7,604 ― ― 　

 

　（注１）　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　 １. 金銭消費貸借基本契約書に基づく資金の借入であります。

 　　　　　２．借入金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。　　

（注２）　取引金額には消費税等を含めておりません。　　

 

　２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 

 
前事業年度

(自　平成25年５月１日
　至　平成26年４月30日)

当事業年度
(自　平成26年５月１日
　至　平成27年４月30日)

１株当たり純資産額 △32円30銭 △44円12銭

１株当たり当期純損失（△） △87円81銭 △25円25銭
 

（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ

ん。

２　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自　平成25年５月１日
　至　平成26年４月30日)

当事業年度
(自　平成26年５月１日
　至　平成27年４月30日)

 当期純損失（△）(千円) △2,627,504 △1,487,240

　普通株主に帰属しない金額 (千円) 17,500 17,500

　（うち優先配当金）(千円) (　17,500) (　17,500)

　普通株主に係る当期純損失（△）(千円) △2,645,004 △1,504,740

  普通株式の期中平均株式数(株) 30,122,546 59,596,740

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式の概要

―
 

 

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前事業年度

(平成26年４月30日)
当事業年度

(平成27年４月30日)

純資産の部の合計額(千円) 93,794 △969,326

純資産の部の合計額から控除する金額
（純資産合計から控除する金額）（千円）

1,885,239 1,918,505

（うち新株予約権）（千円） (     ―) (15,766)

（うち優先株式払込金額）（千円） (1,050,000) (1,850,000)

（うち新株式申込証拠金）（千円） (800,000) (     ―)

（うち優先配当金）（千円） (　35,239) ( 52,739)

普通株式に係る期末の純資産額(千円) △1,791,444 △2,887,832

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

55,459,226 65,458,974
 

 

EDINET提出書類

株式会社メガネスーパー(E03433)

有価証券報告書

86/98



 

（重要な後発事象）

1.　新株予約権の発行　

当社は、平成27年6月19日開催の取締役会において、第三者割当による行使価額修正条項付き第10回新株予約権を発

行することについて決議し、平成27年７月６日に払込が完了しております。

なお、募集の概要は以下のとおりとなります。

（１）割当日　

　　平成27年７月６日

（２）新株予約権の総数

　　155,000個

（３）発行価額

　　総額13,175,000円（本新株予約権１個につき85円）

（４）当該発行による潜在株式数（普通株式）

　　15,500,000株

（５）資金調達の額

　　1,193,500,000円　（当初行使価額77円で全て行使された場合）

（６）募集又は割当て方法

　　マッコーリー・バンク・リミテッドに対する第三者割当の方法

（７）行使価額及び行使価額の修正条項

行使価額は、各修正日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合に

は、その直前の終値）の90%に相当する金額の１円未満小数第３位まで算出し、小数第３位を切り上げた金額に

修正されます。ただし、かかる修正後の金額が下限行使価額（42円）を下回る場合、行使価額は下限行使価額

（42円）に修正されます。

（８）行使ができる期間

　　平成27年7月6日から平成29年7月5日

　

２.新株予約権の権利行使

平成27年７月６日から平成27年７月22日までの間に、行使価額修正条項付き第10回新株予約権の一部について権利

行使がありました。当該新株予約権の権利行使の概要は、以下のとおりであります。

発行された株式の種類及び株式数　　　普通株式　　　　　　 　1,017,000株

発行総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 　69,374千円

発行総額のうち資本金へ組み入れた額　　　　　 　　　　　　 　34,687千円

これにより、平成27年７月22日現在、発行済株式総数（普通株式）　66,579,425株となり、資本金は264,689千円、

資本準備金は399,697千円となっております。

 
３.取締役に対するストック・オプション（新株予約権）の付与

平成27年７月１日開催の当社取締役会において決議された当社取締役（社外取締役は除く）に対するストック・オ

プションとしての新株予約権の付与について、会社法第361条の規定に基づき、平成27年７月22日開催の第39期定時株

主総会において承認可決されました。

なお、付与したストック・オプションの詳細については、「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況（９）ス

トック・オプション制度の内容」に記載しております。
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⑤ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産        

　建物 5,728,214 137,579 971,653 4,894,139 3,721,191 165,524 1,172,948

　構築物 771,468 4,118 55,409 720,177 579,714 25,995 140,462

　車両運搬具 18,915 ― 18,915 ― ― 50 ―

　工具、器具及び備品 2,246,643 73,052 387,145 1,932,550 1,799,362 50,122 133,188

　土地 1,185,114 ― 60,900 1,124,214 ― ― 1,124,214

　建設仮勘定 2,730 289,221 248,702 43,249 ― ― 43,249

　有形固定資産計 9,953,086 503,971 1,724,726 8,714,331 6,100,268 241,693 2,614,062

無形固定資産        

　商標権 17,957 3,114 ― 21,071 5,742 1,898 15,328

　ソフトウェア 807,443 67,403 598,427 276,419 121,921 42,343 154,498

　電話加入権 35,475 ― ― 35,475 ― ― 35,475

　その他 5,227 ― ― 5,227 ― ― 5,227

　無形固定資産計 866,103 70,517 598,427 338,194 127,663 44,241 210,530

長期前払費用 230,836 57,597 79,920 208,513 97,725 47,087 110,787
 

(注)　１　主な増加及び減少は以下のとおりであります。

 

　　　（増　加）

① 27店舗新規オープン工事等によるものであります。また、店舗ＰＯＳシステム移行に伴いパソコン等の購入、

システム開発によるものであります。

       建　　　　物　　　 　126,692千円

       構 　築　 物　　　　　 2,713千円

       工具器具備品　　　 　 62,164千円

ソフトウェア　　　 　　35,366千円　

 
　　　（減　少）

① 「店舗構造改革」等による55店舗の閉鎖を行い除却したものであります。また、売却予定遊休資産としており

ました山中湖（ホテル事業）の売却によるものです。　

　　　　建　　　　物　　 　 　927,453千円

　　　　構 　築 　物　　　　　 51,889千円

　　　　工具器具備品　　　　　374,292千円

　　　　土　　　　地　　　　　 60,900千円

　　　　ソフトウェア　　　　　598,427千円
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

関係会社短期借入金 58,117 ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― 98,538 1.39 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

7,896,443 7,797,904 1.39
平成28年７月
　～平成30年１月

合計 7,954,560 7,896,443 ― ―
 

(注) １　平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金等（１年以内に返済予定のものを除く）の決算日後５年以内における１年ごとの返済予定額は次

のとおりであります。

 
１年超２年以内

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内

(千円)

長期借入金 100,000 7,697,904 ― ―
 

 

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 89,773 1,016 ― 689 90,100
 

(注) 貸倒引当金の当期減少額の「その他」の金額は、債権回収による取崩額及び洗替による戻入額であります。

 

【資産除去債務明細表】

資産除去債務に関しては、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に関連する敷金及び保証金の回

収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当期の負担に属する金額を費用に計上する

方法を採用しているため、該当事項はありません。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

ａ　資産の部

イ　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 64,106

預金の種類  

当座預金 220,978

普通預金 598,627

通知預金 77,792

別段預金 484

定期預金 374,495

計 1,272,378

合計 1,336,485
 

　

ロ　売掛金

（イ）相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

株式会社ジェーシービー 166,356

ＪＡ三井リース株式会社 107,462

三菱ＵＦＪニコス株式会社 38,231

アメリカン・エキスプレス・インターナショナル.inc 36,648

株式会社クレディセゾン 26,868

その他 122,944

合計 498,511
 

　

（ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

当期首残高
(千円)

 
(Ａ)

当期発生高
(千円)

 
(Ｂ)

当期回収高
(千円)

 
(Ｃ)

当期末残高
(千円)

 
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

 

462,900 6,853,177 6,817,566 498,511 93.19 25.60
 

(注)　上記の金額には、消費税等が含まれております。
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ハ　商品

　

品目 金額(千円)

フレーム 1,856,135

サングラス 200,623

コンタクトレンズ 407,101

メガネ備品 88,141

補聴器 33,210

コンタクトレンズ備品 19,371

補聴器付属品 12,995

レンズ 9,419

その他 69,583

合計 2,696,580
 

　

ニ　貯蔵品

　

品目 金額(千円)

サービスケース 14,744

店舗用消耗品 3,844

セール用備品 3,486

ＤＯＳ―Ｖ―ＰＯＳ機器 2,719

その他 6,026

合計 30,820
 

　

ホ　敷金及び保証金

　

区分 金額(千円)

店舗賃借敷金保証金 2,742,524

社宅家賃敷金 18,057

その他 149,731

合計 2,910,313
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ｂ　負債の部

イ　支払手形

（イ）相手先別内訳

相手先 金額(千円)

株式会社内田屋 107,744

株式会社ニコン・エシロール 82,668

浜本テクニカル株式会社 68,611

株式会社メニコン 40,001

藤田光学株式会社 38,886

その他 149,109

合計 487,021
 

　

(ロ)期日別内訳

期日別 金額(千円)

平成27年５月　満期 197,357

　 〃 　６月　 〃 134,640

　 〃 　７月　 〃 99,295

　 〃 　８月　 〃 55,727

　 〃 　９月　以降満期 ―

合計 487,021
 

　

ロ　買掛金

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

ＨＯＬＴジャパン株式会社 289,443

ジョンソン・エンド・ジョンソン株式会社 170,622

株式会社ニコン・エシロール 63,841

シバントス株式会社 57,647

藤田光学株式会社 52,105

その他 309,053

合計 942,714
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ハ　長期借入金

　

相手先 金額(千円)

株式会社みずほ銀行 2,722,044

株式会社三井住友銀行 1,625,723

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,286,171

株式会社商工組合中央金庫 773,116

株式会社りそな銀行 451,002

その他 939,846

合計 7,797,904
 

 

ニ　退職給付引当金

　

区分 金額(千円)

退職給付債務 1,397,533

未認識数理計算上の差異 △49,786

合計 1,347,747
 

　

(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報等

 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高 (千円) 3,557,574 7,200,678 10,834,850 14,291,174

税引前四半期(当期)
純損失金額(△)

(千円) △658,980 △1,080,102 △1,209,302 △1,374,111

四半期(当期)純損失
金額(△)

(千円) △687,135 △1,135,768 △1,293,257 △1,487,240

１株当たり四半期
(当期)純損失金額
(△)

(円) △12.47 △20.32 △22.54 △25.25

 

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期
純損失金額(△)

(円) △12.47 △7.95 △2.66 △3.07
 

 

EDINET提出書類

株式会社メガネスーパー(E03433)

有価証券報告書

93/98



第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ５月１日から４月30日まで

定時株主総会 毎決算日の翌日から３ヶ月以内

基準日 ４月30日

剰余金の配当の基準日 10月31日、４月30日

１単元の株式数
普通株式　100株
優先株式　 １株
劣後株式　100株

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所
（特別口座）
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 電子公告（URL：meganesuper.co.jp)

株主に対する特典

毎年4月30日現在及び10月31現在の株主に対し、株主様特別ご優待券及びメガネレン
ズお仕立て券を年２回、以下の基準により贈呈します。
　100株以上300株未満　株主様特別ご優待券・メガネレンズお仕立て券　各１枚
　300株以上　 　　　　株主様特別ご優待券２枚・メガネレンズお仕立て券　１枚
　なお、４月30日現在の株主に対し500円のクオカード　１枚

 

（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に揚げる権利以外の権利を行使することができない。

 会社法第189条第２項各号に揚げる権利

 会社法第166条第１項の規定による請求とする権利

 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当を受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(１) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第38期(自　平成25年５月１日　至　平成26年４月30日)平成26年７月25日関東財務局長に提出。

 

(２) 内部統制報告書及びその添付書類

平成26年７月25日関東財務局長に提出。

 

(３) 四半期報告書及び確認書

第39期第１四半期（自　平成26年５月１日　至　平成26年７月31日）平成26年９月16日関東財務局長に提出。

第39期第２四半期（自　平成26年８月１日　至　平成26年10月31日）平成26年12月15日関東財務局長に提出。

第39期第３四半期（自　平成26年11月１日　至　平成27年１月31日）平成27年３月16日関東財務局長に提出。

 

(４) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基づ

く臨時報告書を平成26年７月25日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（ストック・オプションとしての新株予約権の発行）

の規定に基づく臨時報告書を平成26年11月17日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号（訴訟の提起）の規定に基づく臨時報告書を平成27年７月

６日関東財務局長に提出。

 
(５）有価証券届出書（組込方式）及びその添付書類

平成26年８月８日関東財務局長に提出。

平成27年６月19日関東財務局長に提出。

 
(６）四半期報告書の訂正報告書及び確認書

平成26年12月15日関東財務局長に提出の四半期報告書に係る訂正報告書を平成27年６月17日関東財務局長に提出。

 
(７）臨時報告書の訂正報告書

平成26年11月17日関東財務局長に提出の臨時報告書に係る訂正報告書を平成26年12月２日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社メガネスーパー(E03433)

有価証券報告書

96/98



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成27年７月23日

株式会社メガネスーパー

取締役会　御中

監査法人よつば綜合事務所
 

 

指定社員

業務執行社員
公認会計士　神　　門　　　　　剛　　㊞

 

 
 

指定社員

業務執行社員
公認会計士　高　　屋　　友　　宏　　㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社メガネスーパーの平成26年５月１日から平成27年４月30日までの第39期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附

属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社メガネスーパーの平成27年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
強調事項

１．重要な後発事象１に記載されているとおり、会社は平成27年６月19日開催の取締役会において、第三者割当によ

る行使価額修正条項付き第10回新株予約権を発行することを決議し、平成27年７月６日に払込が完了している。

２．重要な後発事象２に記載されているとおり、平成27年７月６日から平成27年７月22日までの間に、行使価額修正

条項付き第10回新株予約権の一部について権利行使が行われている。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社メガネスーパーの平

成27年４月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、株式会社メガネスーパーが平成27年４月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１. 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２. XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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